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平成28年第４回笠松町議会定例会会議録（第２号） 
 

 平成28年12月14日笠松町議会定例会が笠松町役場議事堂に招集された。 

 

１．本定例会の応招議員及び不応招議員は、次のとおりである。 

  応 招 議 員 

議  長    ７番  岡 田 文 雄 

副 議 長    ２番  古 田 聖 人 

議  員    １番  竹 中 光 重 

  〃      ３番  尾 関 俊 治 

  〃      ４番  川 島 功 士 

  〃      ５番  田 島 清 美 

  〃      ６番  伏 屋 隆 男 

  〃      ８番  安 田 敏 雄 

  〃      ９番  船 橋 義 明 

  〃      10番  長 野 恒 美 

  不応招議員 

        な し 

 

１．本日の出席及び欠席議員は、次のとおりである。 

  出 席 議 員 

        応招議員に同じ 

  欠 席 議 員 

        な し 

 

１．地方自治法第121条の規定により説明のため会議に出席した者は、次のとおりである。 

町      長    広 江 正 明 

副   町   長    川 部 時 文 

教   育   長    宮 脇 恭 顯 

監 査 委 員    小 林 正 明 

総 務 部 長    岩 越   誠 

企画環境経済部長    村 井 隆 文 
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住 民 福 祉 部 長    服 部 敦 美 

建 設 水 道 部 長    那 波 哲 也 

教 育 文 化 部 長    田 中 幸 治 

会 計 管 理 者 
兼 会 計 課 長    浅 野 薫 夫 

総 務 課 長    足 立 篤 隆 

税 務 課 長    森   泰 人 

企 画 課 長    堀   仁 志 

環 境 経 済 課 長    平 岩 敬 康 

福祉子ども課長    森   宏 子 

健 康 介 護 課 長    今 枝 貴 子 

水 道 課 長    田 島 茂 樹 

郡教委学校教育課長    森     透 

 

１．本日の書記は、次のとおりである。 

議 会 事 務 局 長    田 島 直 樹 

書      記    朝 日 純 子 

書      記    松 葉 朱 里 

主      任    大 堀 正 貴 

主 任 技 師    野々垣 裕 哉 

 

１．議事日程（第２号） 

平成28年12月14日（水曜日） 午前10時開議  

日程第１ 一般質問 
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開議 午前10時00分  

○議長（岡田文雄君） ただいまの出席議員は10名で、定足数に達しております。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付したとおり定めました。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 一般質問 

○議長（岡田文雄君） 日程第１、一般質問を行います。 

 通告順により、順次質問を許します。 

 ４番 川島功士議員。 

○４番（川島功士君） おはようございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い質問させていただきます。 

 今回は、公共施設の効率的運用についてということで、公共施設を民間活力を活用して効率

的かつ効果的に活用する方策について、緑会館を指定管理者制度を活用して、町民にとって最

大の恩恵と町財政への負担軽減を図るための方策についてを質問させていただきます。 

 笠松町議会では、今年度の行政視察研修を９月27日火曜日から29日木曜日の３日間にわたっ

て行いました。 

 研修内容は、岩手県紫波町のオガール紫波株式会社で公民連携について、青森県大鰐町では

財政健全化について、同じく青森県田舎館村では田んぼアートのまちづくりについて、さらに

北海道函館市地域交流まちづくりセンターで、まちづくりセンターの指定管理者制度について

学んでまいりました。 

 それぞれの自治体の特徴が鮮明に比較できる組み合わせとなり、有意義な研修ができたと考

えております。恐らく、４つの内容を一気に視察できたことが最も大きな成果だったのではな

いかなあと考えることができます。それは、それぞれの自治体の住民の皆さんの住民力とでも

表現しましょうか、さらに首長のディレクト力、方向性を指し示す力の相乗効果が実感できる

視察研修になったと考えています。 

 岩手県紫波町でのオガールプロジェクトでは、研修後、読ませていただいた「町の未来をこ

の手でつくる」で表現されていますように、人の出会いと情熱、それをディレクトする者の相

乗効果であったんではないかなあと考えますが、もっとも、笠松町より広い10.7ヘクタールの

土地が町有地でそのまま残っていたということが、多分一番大きかったんではないかなあとも

思います。これが民間の土地ではあり得なかった計画ではないかなあとも思います。 

 青森県大鰐町では、困難に直面する住民の思いと行政側の苦悩を見ることができました。青

森県田舎館村では、田舎だからこその苦悩を誇りに変えるディレクト力に敬服させていただき

ました。 
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 今回の一般質問では、北海道函館市地域交流まちづくりセンターのＮＰＯでの指定管理者制

度を活用した取り組みをもとに展開していきたいと考えております。 

 大正12年に丸井今井呉服店函館支店として建築されたものを、昭和44年に函館市が購入、昭

和45年に分庁舎として運用を開始しました。平成14年に一旦閉鎖されましたが、市民の親しみ

と懐かしさを保つとともに、函館市の西部地域の振興とまちづくりの拠点施設として活用し、

新たなまちの魅力の創造や情報を発信する施設とするほか、市民活動やサークル活動などの多

様な交流活動を促進、支援し、人と人の触れ合いを大切にする施設として、ＮＰＯサポートは

こだてグループが指定管理者として運営に当たっています。 

 この状況や特徴については、視察研修に同行された町長も十分御理解していただいていると

推察いたしております。 

 ここでも人の出会いと責任者のディレクト力が最大のポイントだと感じました。函館市がこ

れをまちづくりセンターとして活用するディレクトを行ったこと、水戸部さんという人物に出

会ったことに尽きると思います。あとは、組織としてこれからをどう組み立てるかが問題にな

るのではないかなあと実感しました。 

 笠松町に帰って、指定管理者として民間活力を最も発揮できる施設として考えたところ、緑

会館に思い当たりました。そこで、運用実績と運用経費の資料をいただき、運用解析を行って

みました。 

 そこでわかったことは、平成21年度から27年度までの年間平均運用回数はわずか35.4回にと

どまります。その利用内容は、葬儀での利用とそれ以外では、葬儀以外の利用は2.4％にすぎ

ず、その中には法事も含まれています。利用料から運営費を差し引いた額では、毎年平均で25

万4,862円の赤字になっている上に、利用稼働率は20％程度にとどまっております。 

 そこで、これに民間活力を活用し、行政経費の圧縮と民間のモチベーションアップの方策、

笠松町活性化を狙って、民間への指定管理者制度を導入してはどうでしょうか。民間で管理す

ることで、函館市地域交流まちづくりセンター・水曜マルシェのように、仮名としては友引マ

ルシェ、違う名前のほうがいいのかもしれませんけど、友引だと葬儀が行われないということ

で、友引マルシェを行ったり、民民での賃貸も可能にすることができるのではないでしょうか。

別業者で葬儀が重なった場合への企業への貸し出しも可能になるのではないでしょうか。 

 このように稼働率を上げていくという営業が民間ではできる、24時間開いて待っているだけ

ではなく、営業という形で稼働率を上げていくことができると思っています。柔軟な発想で提

案型の公募を町内業者を中心に行い、指定管理者を導入し、行政経費の圧縮、町民福祉の向上、

民間モチベーションアップの三方よしの政策転換を図られてはどうでしょうか。 

 現在、サッカー場を指定管理者制度で運用していますが、こちらも特殊な要件の運用である

がゆえの決断だったと思っていますが、この緑会館も同じことが言えるのではないでしょうか。
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緑会館を指定管理者運用とし、三方よしへの政策転換へのお考えをお聞かせください。 

 また、行政の効率的運用に関し、指定管理者や運営権制度の導入、今後考えられる大型計画

でのＰＰＰ（公民連携）等の検討は必要であると考えますが、それらについて町長のお考えを

お示しください。 

 これで１回目の質問を終わります。 

○議長（岡田文雄君） ４番 川島功士議員への答弁をお願いいたします。 

 広江町長。 

○町長（広江正明君） それでは、川島議員さんからの質問にお答えしたいと思います。まず第

１点目の緑会館の活性化を目指した、いわゆる指定管理者制度を導入することに対する考え方

の質問であります。この緑会館というのは葬儀も行える集会場として、平成11年度より供用開

始をされた施設でありますが、当時は確かに民間葬儀場も少ないということもあって、利用回

数というのは現在よりもたくさんあった実績がございます。近年は、議員が御指摘いただいた

ように、１年間の平均利用件数は約35件、そして平均利用料は約25万円でありますから、平均

の運営費というのは約50万5,000円かかっております。また、緑会館の利用受付等につきまし

ては、これは24時間365日、役場で受け付け体制をしております。この運営費については電気

やガス、水道、電話料金等のものとなっておりますので、これは必要最低限の経費で運営を行

っている状況であります。民間葬儀場を使用されない方や、家族葬を中心に、少ないながらも

確実に使用されているのが今の現状であります。 

 指定管理者制度というのは、地方自治法第244条の２の規定によって、施設の設置目的を効

果的に達成するために、必要あるときは指定管理者に管理を行わせることができる制度であり

ますが、緑会館においては、これは葬儀にも利用できる施設であり、また友引の日を含めて、

急に使用されることや、あるいは本来の地域集会場としての設置目的というのが今は条例であ

りますので、この設置目的を変更して、指定管理者制度を導入することは、今すぐはなかなか

困難ではないかと考えております。緑会館の立地環境や、会館の面積や、そしてまた今までの

経緯や実績というのも踏まえて、しかも今申し上げた地方自治法第244条の２の規定に合った

施設の管理というものについては、これは町民の皆さんの、もう既にある建物でありますから、

変更するわけでありますので、町民の皆さんの納得いただけるような利用方法というのは、こ

れはやっぱり考えて研究していかなければいけないことだと思います。 

 そういう点で、今、御指摘があった指定管理者については、今申し上げたように、条例に合

った、また法律に合った方法を模索して、研究をしてまいりたいと思っています。いろいろな

御質問の中であった函館のことに関しては、私もこの目で見て、経験して、実感しております

が、あの建物のありようと現在の緑会館のありようとは比較できるものではありません。緑会

館の今の状況をしっかり把握した中で、その思いがどういうふうにできるかということは、や
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っぱり研究しないとわかりませんので、そのことだけは対応を考えていきたいと思っておりま

す。 

 その次に、行政の効率的運用に関して、ＰＰＰ等の検討というのが必要ではないかというお

考えでありますが、これは社会情勢の変化や厳しい財政状況の中で公共サービスの質を確保し

て、そして将来にわたって持続可能な地域づくりを進めていくためには、効果的かつ効率的に

公共サービスを提供できる仕組みというのは、これはやっぱり整えていかなければならないと

思っています。 

 御指摘のとおり、町が実施するよりも、いわゆる民間活力を活用して、そして効果的かつ効

率的な施設の運営が見込まれるものについては、施設の必要性や町の関与の度合いや方法につ

いて、十分研究し、検討した上で、積極的に進めるものに関しては官民連携を進めていく、そ

ういう姿勢で進めていきたいと思っております。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） ４番 川島議員。 

○４番（川島功士君） きのう、議案勉強会の後に担当部署と随分長いことお話し合いをさせて

いただきまして、大分、そのところで私の思いは酌んでいただいたのではないかなあと思って

おります。 

 大型開発には、ＰＰＰを含む民間との連携が必要であるという、今後そういうことも研究し

ていかなきゃいかんというお話もいただきました。 

 例えば、小さい施設でも、もちろん効率的運用は必要であるという認識も示していただいた

と思っていますが、具体的に、例えば指定管理者制度を導入するとしたら、どのような条例制

定が必要になるか、ちょっと教えてください。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 少なくとも、私どもが指定管理者制度で経験したのは、今のサッカー場

であると思います。地方自治法に規定されている第244条を、ずっといろいろ勉強していきま

しても、その中で一応、11項あるんですが、やはり指定管理者として町が体制をとるためには、

この条例が必要でありますし、その指定管理を任せる施設がどう町民の皆さんや町の対応に満

足いただける施設かということをきちっと対応してからじゃないと条例制定もできませんから、

そういうことをやっぱり見きわめた上での体制づくりというのは必要だと思っています。 

 ＰＰＰの問題に関しても、これは僕は今まで過去６年か７年前に、あのころＰＰＰを提唱し

た大学の教授が、たまたまでありましたが、僕の大学の教授でありましたので、興味を持って

いろいろ研究してみたんです。ところが、いかんせん私どものあの６年、７年前の笠松町の状

況の中では、そういうものを見出すことができなかったんですが、これから笠松町がまだまだ

いろんな地域の状況が変わっていく可能性があるものを持っている町でありますから、それを
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やはり見逃さずに、ＰＰＰの考えも入れたまちづくりというのは、これはやっぱり大事なこと

でありますので、そういう方向性を見失わずに、これは議会の皆さんとこれからまたいろいろ

議論しなきゃならない部分があると思いますが、そういうことをしっかり見きわめて進めてい

きたいというのが基本的な考えであります。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） ４番 川島議員。 

○４番（川島功士君） ありがとうございました。 

 そうですね。これから先、いろんな要件が笠松町の中にもたくさん出てくると思いますので、

そういうときには境界線をつけずに、あらゆる方策を考えていくというのは当然のことであり

ます。余りそういういろんなことにこだわらずに、できる限りの最もいい方法を探していくと

いう形が一番いいのではないかなと。その中の一つとして、町長の母校の先生、あそこの大学

院へ学びに行かれたというのも大きな成果だったと思います。読んだ本によりますと、もう徹

底的に今回の紫波町についてはかかわってやられたということも、もちろん本を読んでしっか

りわかりましたので、もしそういう御縁があるのでしたら、ぜひとも生かしていただいて、町

長のディレクト力を発揮していただきたいと思うわけであります。 

 私も、そのことも多少は調べましたし、先ほど言いました運営権制度というのもあります。

運営権そのものを譲渡というか、渡してしまうという方法なんですけど、これだと例えば料金

などは議会で議決しないで、業者側のほうが、運営権制度をもらったほうが、それを設定でき

るという制度で、それを使ったファイナンスもできると。それで資金調達もできるというよう

な新しい制度が今できておりますので、それが可能かどうかという、緑会館に限らず、ほかの

部分でもそういうことも検討していっていただきたいなあと思います。 

 緑会館自体については、条例について、これに使用するという規定は、特にはないんですね。

多分、斎場としては使用できるということがあるだけで、何に使うという特に目的があるわけ

でもないですね。それと笠松町の主要事務事業の概要というものの緑会館というところを見る

と、町民のコミュニティー意識の高揚を目的とし、自治会、婦人会、子ども会、老人会、老人

クラブを初めとする各種団体の活動の場として、各種研修や講座の開催、または地域住民の集

会を開催するなど、町民の自主的なコミュニティー活動を促進するための多目的な施設として

整備するということにはなっているんですが、一番最初の経緯を見ると、平成３年９月25日の

議会の定例会の一般質問で、町営葬祭場の建設についてというところから始まっているようで

あります。最終的にというか、その他、何回かの議会を経て、平成９年９月16日、町議会の一

般質問で、町営葬祭場及び墓地、並びに駐車場についてということで、緑町墓地拡張の代替用

地が確保できたので、そこを最大限生かすというような答弁がされているようであります。そ

して、平成10年の３月19日に、緑町コミュニティーセンターとして、町議会の定例会で事業費
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が１億920万円という予算が議決されておりまして、先ほど言いましたように、平成11年に供

用が開始されている。 

 ちょうどよく覚えているのは、私の父が亡くなって、すぐその後に始まりましたので、もう

ちょっと亡くなるのが遅かったら、あそこで葬儀ができたのになあと家族で言い合ったのを覚

えているのでありますけれども。 

 先ほど言いましたように、実際には余り稼働率が上がっていないですね。最初に言いました

ように、ほかの業者も出てきたということもありますけれども、例えば今は単純に受付をして

いるだけなんですけれども、民間であれば、もしそういうことになれば営業努力というのは当

然されるわけですよね。そういうことも含めて、きっちりと営業努力を重ねることによって、

あいている時間を埋めていく。今の例えば、金額としてはマイナス25万円しかないんですけれ

ども、マイナスはマイナスであります。これを積み重ねていくことによってプラスにして、な

おかつそれを違う事業に、たとえ小さくても子育てであったり、高齢者福祉であったりという

ことに振り当てていくという。 

 例えば、今回の伏屋議員の質問にもありますように、免許返納のために使ってもいいでしょ

うし、竹中議員のように笠松アプリの開発のためにも、それの定常的の経費としても使えると

思いますので、そういうふうなこととして、まずは町内の業者の方に意見を聞いてみるという

ところから始めてはどうかなあと。初めからできないではなくて、できないと判断するのは、

お金もうけはしないという前提の役所の判断であって、民間の事業者の方がやるためにはどう

いう制度をつくったらいいのかというのをまず聞いて、研究していくところから始めていくべ

きだろうと思いますが、そういったことについてはどのようにお考えですか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、御説明したように、年間で見れば35件、そしてまた25万円の、いわ

ゆる議員の質問の中でのことは赤字と書いてあるんですが、これはやっぱり行政として、行政

サービスの一環で、赤字とか黒字とかではなくて、行政サービスだと思っています。というの

は、やはり葬儀とかそういうことで必要とされる方がやっぱり見える中では、マイナス25万円

のお金を赤字と見るのではなくて、行政サービスとしてやっていくべきものではないかという

部分で今まで来たことでもありました。 

 そして、また今言われましたように、公の施設でありますから、そういう施設の目的を効率

的、効果的に達成するために、いわゆる指定管理者というのは、そのためにきちっとすればい

いことでありますから、何もかもそれを丸投げして、どんな目的でもということではありませ

んので、その目的やそういう方法を、初めにお答えしたように研究をしてやっていこうという

ことであります。決して、行政が一回決めたことは変えられないような、そんな硬直した体制

の役場ではないと思っていますから、そのことを研究して進めていきます。 
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 ただ、どういう結論になるかは、まだこれからのことですからお約束できませんが、言った

とおりの現実の場所と環境と今までの広さと大きさというのは、これはやっぱり我々も考えて

提供しなきゃならない部分だと思いますから、全てそのことも含めて研究をして、進めていき

たいと思っています。 

〔４番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 川島議員。 

○４番（川島功士君） 硬直化した組織ではないということは、私も理解しているつもりであり

ますので、全てが公共でやればいいとも思っていませんし、全てを民間に委ねればいいとも思

っていません。それぞれ必要なところを必要なように、きちんと公共サービスが向上できるよ

うに努力をしていくということが一番の基本であって、それがより一層、例えば少しでも必要

な経費を確保するために、財政を確保していくために、住民に直接影響の出ないところでいか

にカットしていくかというところも重要な視点だと思います。それは、全体の金額や、予算規

模から見たらわずかな金額かもしれませんけれども、やっぱり小さなことからこつこつととい

うのが基本だと思っています。 

 なので、そういうことも含めて、今後実際にきちんと検討していっていただきたいと、研究

していっていただきたいと思っております。 

 先ほどお話をしましたこの本なんですけれども、本当に詳しく書いてあります。実際にここ

をつくるに当たっては、公共の補助金は一切入っていないんですね。全てが民間のファイナン

シャルをきちっと積み上げることによって成り立っています。実際に、中に入るテナントも、

全て財務調査を受けてでないと入れないというぐらいきちんとやっています。10年以内に全て

返済できるという形にもなっています。 

 だから、今後、町のいろんなものも、そういうきちんとしたファイナンシャルを組み立てた

上でのことが必要になってくるだろうと当然思っています。今までにほかの施設でも、例えば

同じように東北でも、秋田でも、いろんなところでも、そういう補助金を何百億円と使って大

きな建物をつくって、甘い計算のもとで全部潰れていくというのが幾つもあるそうです。これ

にも書いてあります。これにかかわった木下さんという方にも、岐南町の加藤議員と一緒に、

みのかも定住自立圏というところの研修会に行ってまいりました。木下さんの話を聞いて、

「地方創生大全」という本も購入してまいりました。ぜひとも理事者側の方々も読んでいただ

いて、今後のまちづくりに生かしていただきたいと思いますので、お願いして、一般質問を終

わりたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（岡田文雄君） 資料を配付しますので、しばらくお待ちください。 

〔資料配付〕 

 10番 長野恒美議員。 
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○１０番（長野恒美君） おはようございます。 

 議長さんのお許しを得ましたので、通告順に従い質問をさせていただきたいと思います。 

 まず１つ目は、小規模企業振興基本法の活用について、２つ目は交通弱者への対策について、

この２点でお願いをいたします。 

 平成26年６月20日、第186回通常国会で、小規模企業振興基本法が成立しました。1963年の

中小企業基本法の成立以来、51年ぶり、経産省としては戦後２本目の基本法で、中小企業基本

法の当初の目的は大企業との格差是正でしたが、1999年に改正され、中小企業の多様で活力の

ある成長発展へと目的が転換されているとのことです。 

 そして、今回の小規模企業振興基本法は、中小企業基本法の大きな理念は維持しつつ、中小

企業の９割を占める334万社の小規模事業者、すなわち個人事業者を初めとする従業員が５人

以下の事業者を小企業者とし、その事業の持続的な発展を正面から応援することを目的にして

成立した条例と解説されています。 

 小規模企業の経営環境は、人口減少、高齢化、海外との競争の激化、地域経済の低迷など、

構造変化による売り上げや事業所数の減少、経営者層が高齢化し、後継者がいないということ

など、厳しい状況にあります。 

 小規模企業振興基本条例の概要を説明させていただきます。 

 この条例は、第１条から第21条までとなっております。附則で、公布の日から施行しますと

し、平成26年の６月から実施となっています。政府は、10年を目途で状況を検討し、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるともしています。 

 法律の趣旨は、中小企業基本法を一歩進め、小規模企業を中心に据えた新たな施策の体系の

構築を目指す。 

 基本原則は、従業員５人以下を含む小規模企業について、中小企業基本法の基本理念である

成長発展のみならず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の維持などを含む事業の持続的発

展を位置づける。２つ目に、小企業者が経営資源を有効に活用し、活力の向上が図られ、円滑

かつ着実な事業の運営を適切に支援することを規定する。 

 各主体の責務は、国、地方公共団体、支援機関等（独立行政法人中小企業基盤整備機構な

ど）関係者相互の連携及び協力を考える。 

 基本計画は政策の継続性、一貫性を担保する仕組みをつくるため、小規模企業の振興に関す

る施策の体系を示す５年間の基本計画を策定し、国会に報告する。 

 基本的施策は、１．多様な需要に応じた商品・サービスの販路拡大、新事業展開の促進。２．

創業の促進、事業の承継、廃止の円滑化。３．小規模企業に必要な人材の育成・確保、技能の

継承、事業活動に関する広報活動の充実。４．地域経済の活性化、住民生活の向上、交流の促

進に資する事業の促進。５．適切な支援体制の整備。 
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 これが、この条例になっていまして、第１条から第21条までとなっております。 

 私は、この小規模企業振興基本法の趣旨を生かした事業を笠松町の小売業者を初め、約700

件あります小規模事業者の実態や要望を把握して、具体的な施策になれば活気が生まれ、町お

こしにつながる条例として生かしていける方法があるといいなあと思って、町長さんにお尋ね

します。 

 まず、町長さんの基本法に対するお考えをお尋ねします。また、この法律の制定されたこと

をチャンスに、小規模企業者の業種別の実態、要望など、把握されることについてはどのよう

にお考えになっているのか、お尋ねします。 

 私は、ことしの４月、岐阜県議会で、議員提案で成立しました岐阜県中小企業小規模企業振

興条例では、国の小規模企業振興基本法、今お話ししたものですが、中小企業の９割を占める

334万社の小企業者への施策の目的がぼやけている、遠くに置かれているように感じます。こ

れからの町の計画、条例の制定もこれからだと思いますが、この県の条例を上位として進めら

れていくものなのか、その点をお尋ねします。 

 次に、教育長さんにお尋ねします。 

 この岐阜県中小企業小規模企業振興条例第12条に、学校は基本理念にのっとり、中小企業者

の事業活動及び地域経済に果たす役割について、児童及び生徒の理解を深めるための教育活動

を行うよう努めるものとすると示されていますが、具体的にはどのような取り組みを考えられ

ているのか、お尋ねします。 

 次に、交通弱者への対策についてお尋ねします。 

 私は、これまでも安全で安心して暮らせる町にということで、町民バスを提起し、現在は年

間の利用者が約７万7,500名、人口の３倍の方が利用してくださり、大変喜んで利用していた

だいていると思います。 

 しかし、このごろ「あそこのおばあちゃん見かけなくなったけど、バス停まで歩いていけな

くなったって」と、こんな声を聞きます。戸口からの交通対策について、町長さんもこれまで

の答弁で、いつかは必要だと思ってくださっていると私は受けとめています。障がい者や歩行

がかなわなくなった高齢者対策として、またこのところ特に増加しているように思えますが、

高齢者による交通事故のニュースを見ても、自動車の運転免許をいつ返納するのか、高齢者の

中での話にはたくさん出てまいります、同士になりますと。そういう対策としても、戸口から

戸口までの交通対策を考えていただくときが来ているのではないかと思います。 

 一昨年、岐阜県の母親大会で、まちづくりの分科会を担当しました。住みよいまちづくりで

交通対策の取り組みが話し合われ、笠松町の町民バスの取り組みを披露しましたが、神戸町の

方から、神戸町のばらタクサービス事業についてお話がありました。私は、この事業が笠松で

もやる気になればできる事業ではないかと考え、資料をいただきましたので、皆さんのところ
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にお配りいたしました。 

 この概要を一緒に見ていきたいと思います。 

 まず、神戸町につきましては、利用限度額が去年の４月から2,000円から2,500円に上がって、

充実されているようですけれども、利用対象者は神戸町内に住所を有し、現に生活をしている

方で、次のいずれかの要件を備えた方及びその同乗者に適用されます。 

 １つ目は、70歳以上の方。２つ目は身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の

いずれかを所有している方及び障害者手帳等所有者が介護を必要とする場合における、その介

護者。３つ目は神戸町にある施設のことのようですので抜かします。 

 次に、サービスの概要ですが、利用時間は午前８時から午後９時まで。利用範囲は神戸町内

限定。利用者負担金は、１乗車１人につき１回200円。未就学児童は無料。利用限度額は、タ

クシー運賃料金で2,500円まで。限度額を超えた場合は、降車時に利用者がタクシー乗務員に

お支払いいただきます。 

 例といたしまして、お一人で乗車して、タクシー運賃料金が2,800円になった場合は、2,800

円から限度額2,500円を引いて、それに200円を足して、500円を支払って利用すると、こうい

うものだそうです。 

 利用方法は、神戸町の指定したタクシー事業者に直接に御予約をいただき、乗車の際、タク

シー乗務員に神戸町タクシー送迎（ばらタク）サービス利用証を提示するということです。 

 利用証の申請につきましては、健康福祉課で下記を御準備の上、申請をお願いしますという

ことで、印鑑、70歳以上であることが確認できるものの写し、または身体障害者手帳、療育手

帳、精神障害者福祉手帳の写し、健康保険証等、そして写真つきの、右に利用者証があります

ので、そういう形で発行していただいて、利用方法は下にあるような状況です。 

 ぜひともこれを研究していただきたいと思いますが、タクシー会社との提携も活性化につな

がると考えますので、町長さんの現在のお考えなど、お聞かせください。 

 以上で第１回目の質問とさせていただきます。よろしくお願いします。 

○議長（岡田文雄君） 長野議員の質問に対する答弁を求めます。 

 広江町長。 

○町長（広江正明君） それでは、長野議員さんからの質問で、まず第１点目の小規模企業の振

興基本法の問題でありますが、この基本法に対する考え方はという御質問であります。 

 この小規模企業振興基本法というのは、御質問にあったとおり、成長、発展のみならず、急

速に進む経済社会の変化に対応する中で、地域経済の担い手である小規模企業者の基本理念や

基本原則などが盛り込まれたものでありますが、小規模企業の事業者の方の売り上げ拡大に限

らず、技術やノウハウの向上や、あるいは安定的な雇用維持など、小規模企業の持続性が大変

重要視されているものであります。小規模企業の振興というのは、国の施策のみで図られるも
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のではなくて、事業者も自主的に円滑かつ着実に事業の運営に努めることが必要なことであり

ますので、事業者の方の努力を前提にした、国や支援機構等が連携して、それぞれの立場で小

規模企業振興を実施する必要があります。 

 笠松町としましても、商工会との連携を図りながらこの振興事業を実施しておりますが、平

成27年度には、商工会によって日本政策金融公庫による金融個別指導の講習会を２回、中小企

業診断士による経営の講習会を３回行い、県の商工会連合会との共同で、専門家の派遣による

販路の開拓や経営指導などは21回実施をされております。また、この事業者の方の借入金に対

する利子助成事業を実施しておりますが、これは９件の助成実績がございました。 

 そしてまた、９月の議会で古田議員の一般質問でもお答えしたように、来年度から、私ども

の新たな振興事業として、事業を始める方や、あるいは既に創業中であって、何らかの問題を

抱える事業者や別事業への転換、そしてまた後継者問題等を抱える事業者を支援する制度の導

入を今、計画させていただいております。また商工会においても、この策定中の経営発達支援

計画におきまして、小規模事業者への支援について考えているところでもあり、主なものとし

ては、定期的に事業者に達成状況等を調査し、事業計画の目標を完遂できるように、各専門家

と連携をして、必要な支援を実施し、持続的な支援を取り入れるものであります。 

 このように、意欲のある事業者が成長していくためにも、事業者の自助努力はもとより、そ

の事業者を地域全体で育て、支援していくことが大変重要であると考えております。 

 また、そのようなときに小規模企業者の方の要望や、そういう実態等の把握をしているかと

いう御質問でありますが、この笠松町においては、商工会を通じて、小規模企業者の実態や要

望等の情報収集をさせていただいております。 

 平成25年度に商工会において、町商工会員に対するアンケートというのを実施されたときに、

実態把握に努めておりますが、事業者の約８割が笠松町では小規模事業者となっております。

また、商工会の窓口で随時要望等の相談を受け付けておって、平成27年度には相談件数といた

しまして494件ありました。 

 この相談の主なものとしては、税務や雇用、労災保険に関するものが多くございました。そ

のほかにも、理事会等で意見交換会、あるいは商工会の職員が、現在107人お見えになる商工

会の総代宅に毎月１回、広報誌の配付をしておるんですが、その配付時に、いわゆる情報交換

の中で、要望把握等に努めておって、平成27年度には約1,700件の要望や相談がありました。 

 この要望や相談の主なものは売上増への対策や、借入金や確定申告等の税に関する相談が多

くありました。 

 そして、次にこの中小企業基本法に基づく町の計画というのは、県の条例を上位とするもの

かということでありますが、このたび岐阜県の中小企業小規模企業振興条例が制定されたこと

は、県としてこれまで以上に中小や小規模事業者に支援していくことを示されたものでありま
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すし、県全体で取り組むことを示されたものと思っております。 

 笠松町としても、この県条例に規定されている市町村の役割というのを踏まえて、中小企業

の振興に関する施策が効果的かつ効率的に実施できるように、県や国、支援事業者と連携を図

りながら、地域特性を生かした施策を実施できるよう、先ほどお話しした２つの事業計画を主

体に商工会と連携しながら取り組んでいきたいと思っております。 

 また、質問がございましたように、岐阜県の中でも他の市町村には、この基本条例を制定し

たところが数地区ございました。そのときに、私も全ての市町村の振興基本条例を見させてい

ただいたんですが、基本条例を策定したそれぞれの市町村の条例は、全てに共通しているのが、

県条例に準じた、定義や基本理念や、そしてまた町村の役割や責務ということが載っておりま

す。これは振興基本条例でありますから、この基本法の中にはやっぱりそういうことしかうた

えないことでありますので、これは当然だと思います。 

 ですから、私どもも国の振興基本法や、県の今言いました振興条例に準じて、既に私どもも

今申し上げたようないろんな諸施策を行っておりますので、振興基本条例として今すぐ、この

町で整えることというのは緊急性があるとは思えませんが、特に今必要なことではないのでは

ないかとは思っております。 

 決して基本条例がないからそれぞれの諸施策が行えないわけではありませんから、国や県の

基本法や基本条例に基づいて、笠松町の施策を展開していきたいというのが今の考えでもあり

ます。 

 そして、次に町民バスの御質問の中で、障がい者の皆さんや高齢者、そして多くの皆さんの

戸口から戸口までの交通対策についてのお考えで、神戸町の例も示されて御説明をいただきま

した。 

 御承知のとおり、安心して暮らせるまちづくりの対策としては、私は今、御説明のあった神

戸町のばらタクサービス事業というのは巡回町民バスを運行していない市町村として、これは

有効な交通対策であるということは私も認めますし、そういうことをやられている神戸町に対

しては、そういう政策に対して評価をしているところでありますが、笠松町においては今申し

上げたように、巡回町民バスを空白地帯が少ないルートで、しかもバス停は半径約300メート

ルの位置にするなど、いろいろ工夫をしながら運行しておるわけであります。現在でも多くの

高齢者の皆さんが町民バスを利用して病院や買い物に行かれており、利便性を確保していると

考えておりますが、今言われたように身体的な理由から巡回町民バスの利用が大変難しい方へ

の配慮というのは、これは大事なことだと思います。 

 そのために、今私どもは介護タクシーや福祉有償運送等の各制度に応じた移動手段について

は、広報やいろんなところに周知をしていきたいと思っております。今後は住民の皆さんの新

たなニーズに対応していくために、巡回町民バスのルートやバス停の位置の見直しは当然であ
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りますが、議員の皆さんとも検討を重ねて、より一層きめ細かなバス運行を進めていきたいと

思いますし、また誰もが安心して暮らせるまちづくりのために、今、地域包括ケアシステムの

原則である自助・互助・共助・公助のシステムが軌道に乗れば、私は長野議員さんが言われる

ように、障がい者の方や歩行がかなわなくなった高齢者の方々の生活支援として大きな力とな

っていくものと思っております。その地域包括ケアシステムの構築の中で、私どもは来年度の

平成29年度から実施をさせていただく介護予防日常生活支援総合事業や、近所の皆さんやボラ

ンティアなどによる買い物や通院支援など、身近な地域でお互いに助け合う互助の仕組みづく

りにも取り組んでいきたいと思って、進めさせていただいております。 

○議長（岡田文雄君） 宮脇教育長。 

○教育長（宮脇恭顯君） 長野議員の小規模企業振興基本法の活用についての３番目の御質問、

岐阜県中小企業小規模企業振興条例第12条にあります中小企業者の事業活動及び地域経済に果

たす役割の理解、これを図る教育活動についてお答えをいたします。 

 中小企業の学習につきましては、小学校５年生の単元「私たちの生活と工業生産」の中の

「工業生産を支える」というところで学ぶことになっています。平成22年度の調査をもとにし

て、中小企業の工場数は全体の99％あります。働く人の数はその中の70％です。それから、生

産額は47％を占めていますということであったり、工業種別の中小企業が占める割合というの

は、繊維工業が全体の96％、食料品工業では全体の77％、機械工業では44％になっておって、

日本の工業を支えていると。 

 それから、地域経済に果たす役割として、産地ブランドの開発、地域の伝統を生かした企業

立地、オンリーワンの高い技術を持ち、熟練のわざを生かしていること、こういったことを学

ぶことになっております。 

 中学校では、２年生で職場体験研修を実施しております。３日間の研修で、笠松町を中心に

運輸業、土木、建築、こん包、水道工事、パン工房、クリーニング店など、中小企業の存在と

重要性、果たす役割を体験を通して学んでおります。 

 その他、小学校では３年生のまち探検、４年生の豆腐工場の見学など、実際に店や工場を訪

問して、その願いや工夫を聞いているところでございます。 

 中学校におきましては、中学校３年生の公民において、大企業と中小企業を学び、経済活動

を支える労働、社会の中で働くことを学ぶとともに、職業講話として、働いている方々を実際

に学校に招き、直接その意志や働きがいについてお聞きして、勤労観や職業観を学んでおりま

す。 

 こうした体験も含めた学習を通して、中小企業の存在と役割の重要性、それから持続的な発

展を目指す取り組みを理解するだけではなくて、児童・生徒一人一人に正しい職業観を持たせ

るとともに、自分の能力や適性を理解して、一人一人のキャリア形成につなぐ、そういった指
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導を進めているところでございます。 

○議長（岡田文雄君） 一般質問の途中ですが、11時15分まで休憩をいたします。 

休憩 午前11時00分  

再開 午前11時15分  

○議長（岡田文雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいまの出席議員は10名であります。 

〔10番議員挙手〕 

 10番 長野恒美議員。 

○１０番（長野恒美君） 御丁寧な答弁、ありがとうございました。 

 笠松町そのものが中小零細企業でもっている町の一つだろうと思いますので、この活性化は

本当に町のまちづくりとしても大事なことだと思いますし、そのために今、町長さんがたくさ

ん答弁していただきましたように、たくさんの努力をしていただいていて、そのものが生かさ

れるのがこの基本条例だと思います。この基本条例、いわゆる国・県、そして地方自治体とし

ても、条例はつくらざるを得ないのではないかと思いますが、町長さんはそれはどのように考

えていらっしゃいますか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 県が基本条例を議員提案で出されて成立した後、県の商工会連合会から

私どもの町村会に、基本条例に基づいたそれぞれの町村での基本条例の制定を考えてください

という要望はありました。 

 私どももいろいろ研究をし、この条例に対してどう対応しようかということを考えた中で、

基本条例でありますから、当然、この条例というのは細かないろんなことを決めているわけで

はない。いわゆる町村の役割や責務や理念や、そういう定義をしているのが基本条例であると。

そうであれば、我々は国の振興基本法や県の振興基本条例に基づいた体制づくりをすることが

先決であり、やっぱり大事なことであろうということで、今すぐ町の基本条例をつくることは

しませんでした。 

 先ほども答弁申し上げたように、一回、他の町村の基本条例を勉強して、調べてみました。

４つほどの町村がやっておるわけであります。まず、岐阜圏域の６市３町の中で、どういう振

興条例をつくったかと思って調べたら、まだどこもつくっていないんですが、ただ我々と同じ

ように、そういうことを研究して、検討しようということで進めているのが３つぐらいの市町

がありました。あとのところは、これは必要ないということで、全く条例制定ではなくて、今

の国や県の条例に基づいた商工振興をやっていこうということで進めている。 

 それぞれの考え方でやっていることですから、それをどうのこうの言うということではなく

て、私どもの町自身が小規模企業の皆さんにどう手を携えて、一緒になって振興できるかとい
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うことだと思います。 

 ですから、今の基本条例以外に、国が中小企業の支援法というのを同じように改正して、体

制をとりました。その支援法というのは、今まで50年間、それぞれの地域の商工業者の育成や

対応をしてきた商工会議所や商工会が中心となって、これは行政と金融機関が一体化して、意

欲のある小規模事業者に支援をしていこうという法律がその支援法でありますから、その支援

法と今の議員が言われた振興基本条例と振興基本法とがかみ合って、我々はそのもとで今体制

づくりをしています。必要となれば、僕は条例をつくればいいと思いますが、条例がないから

何もできないわけでは全くないことですから、そういうような理解のもとで、小規模企業の皆

さんの振興に対して、鋭意努力していることだけは御理解いただいて、その必要性に関しては

また検討しながら、条例についても考えていきたいと思っているのが今の現状であります。 

〔10番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 長野議員。 

○１０番（長野恒美君） 先ほど概要で読んだものによりますと、平成26年から10年間、経過を

見て、また対策をとるような言い方をしていますが、町としてはやっぱり今の支援法だとか、

言ってみれば、もっと具体的に、この法律ができたことで、本当に町の人たちがそれを生かし

て元気になられるというのか、より活発になるとか、自分たちの営業に自信を持っていただけ

るとか、そういうことにならなかったら意味がないと思いました。当然、国としても一定の財

政的な支援の額だとか方法もわかってこないと具体的にならないなと思ったりして読みました

けれど、いずれは、つくらなくていいとは思っていらっしゃらないと思うんですけれど、どう

なんですか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） わかりません。それは、検討はしますが、今申し上げたように、あくま

でこれは振興基本法ですから。基本法を定めたことによって、その後、具体的にいろいろ対応

するのが法律や条例ですから、基本法があるから、ないからということで、物事が進まないわ

けでは全くありません。当然、法律と県条例に基づいた体制で十分できることでありますが、

ただそうであれば、いろんな県下の町村を見てみて、それはやっぱり皆さん制定していない状

況というのは、今、僕が答弁申し上げた、同じような考え方で、それぞれの商工会や商工会議

所と小規模事業者の皆さんとの連携をしていることが、もう進んでいます。基本法がないから、

これはどうのこうのという問題じゃないということが現実ですので、将来、これはつくるかつ

くらないかは、その状況や方法を見て考えたいと思っています。今からそれを否定するもので

はありませんので、状況を確認しながら進めていきたいと思っています。 

〔10番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 長野議員。 
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○１０番（長野恒美君） 国の基本法ができて、その後の具体的なことがもっとわかってくると

必要性も出てくるのか、こないのかということになります。私も慌てることなく、ただ本当に

笠松の中小零細業者の皆さんに、あってよかったという法律になるように、煮詰めていただき

たいし、研究もしていっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、交通対策なんですが、神戸町は面積が18.98キロ平米ということと、笠松町のように

長い14キロということではなさそうですので、バスのかわりにこれが実現されたんだと思いま

すし、喜んでいらっしゃるんだろうと思いますが、私は今度は、そのバスを補う形で、もう少

し進んだ、それから先ほどの高齢者が運転免許を返上するに当たって一番戸惑うのは、必要な

ときに運転できないということも迷いの中に入っているわけで、そうすると、この対策が最終

的な高齢者への対策として大事ではなかろうかと思います。 

 それで、私の質問の中に、シルバー人材センターの活用というつもりでも書きましたけれど、

神戸町のを見ていて、タクシー会社のほうがいいのかなあと。笠松町で言えば、名鉄、川島タ

クシー、日の丸タクシーのこの３社になるということを思いましたのと、それから年齢から言

えば、70歳じゃなくて、十分75歳とか、88歳……。ではないな。88歳では気の毒だから、後期

高齢者に入る75歳をと。それから、利用の額も200円じゃなくて、１回500円ぐらいでもいいか

なあと思ったりして、それがある意味で安心して免許返上できる条件にもなってくるのではな

いかと思いますので、引き続き研究をしていただきたいと思います。それから、地域包括支援

センターでそのことが生かされれば、それもありがたいことだと思っておりますので、あわせ

て研究をしていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。お願いします。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、最後に言われた地域包括ケアシステムの中での、いわゆる互助の部

分で、そういう障がい者の皆さんや高齢者の皆さんが買い物や病院へ行くときの不都合がなく

なるようなシステムづくりというのは、これからスタートして、来年度からやり出しますので、

そういうこともまた見守っていただきたいと思いますし、神戸町の場合は、初めに言いました

ように、巡回町民バスがないから、こういうシステムというのは非常に都合がいいと思います。

しかも、利用者人数が２万4,000人ぐらいで、大体年間1,500万円ぐらいをそれで使っているよ

うでありますが、それを見れば我々の巡回町民バスは７万人を超えている利用者があります。 

 初めに言われたように、そこへ行くまでの大変さというのは、これから必ず出てきますから、

それを補えるのは包括ケアシステムの体制づくりが大きく左右してきます。これでよかったな

あというようなシステムづくりが何とかこの町でできないかという思いをそちらへ今向けなが

らやっていますので、ぜひそのこともこれから知恵をかしていただいて、一緒になって体制づ

くりができるようにお願いできれば一番ありがたいと思っています。 

○１０番（長野恒美君） ありがとうございました。 
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○議長（岡田文雄君） ２番 古田聖人議員。 

○２番（古田聖人君） 議長の許可をいただきましたので、通告に従いまして質問させていただ

きたいと思います。 

 今回のテーマは町民バスのこれからについてであります。 

 では早速、質問書を朗読させていただきたいと思います。済みません、ちょっと老眼が進ん

でいますので、眼鏡を外させていただきます。 

 町民バスの名称で親しまれている笠松町の公共施設巡回バスは、運行開始から約20年が過ぎ

ました。現在では、年間およそ８万人の利用者があり、近隣の自治体が運営している公共交通

機関の中でも、利用状況は優良であると推察されます。 

 このように、町民の足として定着した町民バスですが、ことし７月13日には定期運行中のバ

スとバイクが同町中野地内の交差点で衝突、バイクの女性が死亡するという大変痛ましい事故

が発生しました。 

 今回の事故をきっかけに、改めて町民バスの安全性を確認し、再発防止に取り組む一方で、

町民バスの今後のあり方そのものについても検討すべきかと考え、今定例会の一般質問のテー

マとさせていただきました。 

 まずは、事故再発防止を含めた安全性向上への取り組みについてお伺いします。 

 さきの死亡事故を受け、議会でも実際にバスに乗り込み、路線上で危険と思われる箇所を確

認しました。見通しの悪い交差点、幅員が狭く、路肩から脱輪しそうな場所などが幾つかあり、

早急な改善が必要と判断しました。 

 担当課では、羽島警察署や運輸局など、監督官庁の指導を仰ぎながら、運行業務を委託して

いる民間業者と連携しながら対応するとのことでしたが、現在までのところ、どのような改善

策をとることにされたのでしょうか。また、危険箇所を避けるためのルート変更についての見

解をお聞かせ願いたいと思います。 

 さて、次に利用者の利便性向上についてお尋ねいたします。 

 この件につきましては、３月議会にも質問させていただきましたが、公共施設巡回バスとい

う定義がバスの使い勝手の悪さにつながっているのではないかと思われます。 

 例えば、乗降客数の上位にランクしている停留所に児童館前というのがありますが、このバ

ス停でおりるお客さんの大半は、児童館ではなく、すぐそばにある松波総合病院への来院が目

的のようであります。また、私の自宅の近所には緑地公園前という停留所がありますが、この

場所でおりても、緑地公園へ行くには木曽川に向かって東進し、さらに堤防を越えなくてはい

けません。 

 このように表記そのものが実態に即していないケースが幾つか見受けられます。こうした問

題は以前から指摘されておりましたが、なかなか改善されない背景として、公共施設というく
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くりがあるため、自縄自縛になっているのも要因の一つと考えられます。初めて乗車する人で

も戸惑わずに利用できるよう、公共施設からの変更を再度求めたいと思いますが、今後の見通

し等をお聞かせください。 

 また、この件に関しまして、１つ提案を申し上げたいと思います。 

 仮に公共施設からの移行が可能になった場合、停留所の近くにある病院や事業者などからネ

ーミングライツ、いわゆる命名権を募集、販売したらどうでしょうか。利用者からすると、案

内標識の役割も果たしますし、命名権を購入した側にすれば、宣伝効果もあります。また、笠

松町にとっても広告料の増収が期待できるなど、まさしく三方一両得の関係が構築できるので

はないかと思われますが、御見解をお示しいだたきたいと思います。 

 最後に、利用者の増加策についてお聞きします。 

 平成27年度の決算によりますと、町民バス運行費として約1,700万円が計上されております。

笠松町の財政的見通しは、今後さらに厳しさを増すと予測されております。町民バスの利用者

の増加は、財政負担の軽減だけではなく、町の魅力づくりにもつながるのではないでしょうか。

それにはまず、町民バスを気軽に利用してもらえる工夫が求められます。 

 便数をふやしたり、路線空白区を解消し、停留所をふやすのが最も有効な手段と考えられま

すが、それについてはこれまでの議論の中で、財政的にも、また１時間に１本という定期運行

の堅持という点からも、すぐにできる状況でないことは理解しているつもりであります。 

 そこで、新たなニーズや顧客の獲得に力を入れることを提案したいと思います。 

 具体的な案としましては、初めて笠松町を訪れる人たちにも使いやすく、興味を持ってもら

えるようなバス路線図の作成があります。 

 現行の路線図は、停留所を記しただけのもので味気ないものであり、利用者以外には関心を

持ってもらえません。そこで、町の名所旧跡、あるいはまちの駅などを併記し、一種の観光マ

ップとしての役割を担うものをつくったらどうでしょうか。ふらっと笠松などに置けば、町民

バスだけでなく、笠松町という地域そのものに興味を持ってもらえるきっかけになるかもしれ

ません。 

 もう一つ、定期運行の巡回バスとは別に、特別観光便も運行させたらいかがでしょうか。こ

ちらは、町内外の人たちを対象に、町内の史跡や笠松競馬場などをめぐり、笠松の魅力を知っ

てもらうことを目的にした不定期便であります。昼食や休憩に町内の料理屋やカフェなどに立

ち寄れば、商工業振興の一助になるのではないでしょうか。 

 まとめとして、繰り返しますが、町民バスの利用者をふやし、収益を改善するには、安全性

や利便性の向上はもちろんのこと、地域の足としての町民バスの存在を広く町内外に知らしめ

ることも必要かと考えますが、さきのアイデアへの見解も含め、利用者増加のための方策につ

いてお答えください。 
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 以上で１回目の質問を終わります。御清聴ありがとうございました。 

○議長（岡田文雄君） 古田議員の質問に対する答弁をお願いいたします。 

 広江町長。 

○町長（広江正明君） それでは、古田議員さんからの、町民バスの問題でありますが、１つに、

具体的に事故の後の改善策等がとられているかという御質問であります。御質問にもあったよ

うに、７月13日に発生しました事故においては、亡くなられた方の御冥福をお祈り申し上げま

すとともに、御家族の方に対して、心からお悔やみを申し上げたいと思っております。このよ

うな痛ましい事故が二度と起きないように、私どもも道路状況などの安全確認や、委託業者へ

のさらなる安全運転の徹底を図って、再発防止に努めておりますが、具体的な安全対策の内容

としましては、委託業者、運転手、そしてまた町の職員が一緒になって、その後、危険箇所の

洗い出しを行いました。その危険箇所については、注意喚起の看板の設置やカーブミラーの設

置、また見通しを悪化させている雑草等の草刈りなどを行うとともに、警察署や関係機関への

改善要望等も行いながら、運行ルート上の安全対策を行ってまいりました。 

 また、ルートの変更につきましては、複数案の走行ルートを想定して検討させていただきま

したが、現行より道路幅が狭くなったり、あるいはいろんな危険な箇所が多くなったりという

運行になってしまうということから、１時間１運行の今の基本を守れない状況に陥ってしまう

ということもあり、変更することに優位性を見出すことができなかったものもありましたので、

現行のルートが最適であるとの考えで、ルート変更はまだ行っておりませんが、現ルートのさ

らなる安全対策を行ってまいりたいと思っております。 

 また、全運転手に対しても、再発防止のために、実際の事故映像をもとに、対策講座や安全

運行に対する教育指導を行わせていただきました。 

 今後も町と委託業者の連携を密にして、運転手へのさらなる教育と研修の充実を図って、安

全運行を心がけてまいりたいと思っております。 

 そういう中で、この公共施設巡回町民バスからのネームの移行や、ネーミングライツについ

ての質問でありますが、現在の１時間１運行、１乗車100円を基本に、現在のルートになって

から15年が経過をいたしました。そのため、このルートやバス停の位置、その名称などという

のは、この15年間、利用者の皆さんにも定着している状況でもありますが、将来的にさらなる

高齢化が進む状況の中で、利用者の新たなニーズに対応していくためにも、巡回町民バスのル

ートやバス停の位置というのは見直しも行っていかなくてはならない、そういう時期がやって

まいると思います。 

 そのときには、病院や買い物ができる施設への乗り入れや、バス停の数なども含めて、基本

的な見直しを検討していかなくてはなりません。このルートやバス停の見直しのときには、路

線名から公共施設という名称を取り除くということなどをしながら、公共交通にふさわしく、
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わかりやすい名称への変更や、あるいはバス停の名称も主要な目的施設がわかるように変更し

ていきたいと考えております。その際には、議員御提案のネーミングライツも可能になってま

いりますから、検討していきたいと思っております。 

 その次に、利用客の増加と増収への取り組みの中で、巡回町民バスというのは、これ自体が

広告塔となって町内を巡回しＰＲをしておりますし、昨年度は延べ７万7,000人の皆さんが御

利用いただきました。 

 そういう中で、議員が御提案の特別観光便のことについては、これは名称は違うものの、以

前にも私どもの役場で検討をしてまいりました。有償運行にした場合には、当然、運輸局等の

許可も必要となってくることもありますし、費用対効果などから、まだ私どもの中では実施を

することには至りませんでしたが、現在のルートで、やはりいろんな笠松町の名所等をめぐっ

ていただけるように、バス停と、そしてまた観光を兼ねたマップの提案については、これはい

いことだと思いますから検討していかなければなりませんので、検討しながら、この笠松町へ

来訪していただいた方への利用促進にもつなげていきたいと思っております。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） ありがとうございます。ちょっとごめんなさい、段取りが思っていたの

と違いました。 

 今、御丁寧な答弁をありがとうございました。まず、今回の事故に関しまして、先ほどの御

答弁の中で、羽島署とか運輸局などの監督官庁からいろいろな注意事項があったということだ

ったんですが、これに関して、行政処分はあったのかどうかということと、あと具体的にどの

ような指導があったのか。そのあたり、もう少し細かく説明していただけたらと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 事件後には、当然岐阜羽島警察署からの特別訪問指導というのがありま

して、役場でその指導がございました。そして、運輸局の岐阜運輸支局からは監査がございま

して、いろんな指導や助言をいただきました。 

 細部にわたって、いろいろな指導や助言をいただきましたので、そのことに関しては、また

担当部長から御説明をさせていただきたいと思います。 

○議長（岡田文雄君） 村井企画環境経済部長。 

○企画環境経済部長（村井隆文君） それでは、私のほうからは羽島署、運輸局などの監督官庁

からの行政処分、指導等はあったのか、その内容について説明させていただきます。 

 行政処分という形での処分はございません。それで、時系列で監査、指導等の状況を御報告

させていただきます。 
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 まず、７月20日に岐阜羽島警察署の交通課長が来庁され、特別訪問指導を受けました。内容

といたしましては、事故の状況、事故後の対応などの確認があり、交通課長からは委託業者、

運転手、バス担当の企画課の情報共有に加え、交通安全や道路管理の建設課への情報提供も行

いながら、ハード面の対策も行っていってほしいというような御指導をいただきました。 

 これに対しまして、企画課といたしましては、建設課へ情報提供を行い、情報を共有しなが

ら対応を進めさせていただいているところでございます。 

 続きまして、９月26日、こちらは岐阜運輸支局を訪問いたしまして、事前に提出いたしまし

た事故報告書をもとに指導を受けました。こちらのほうも、事故の状況、事故後の対応、管理

体制について確認をいただきました。運輸支局の職員の方からは、運転手へのアルコール検査

器の所持について御助言をいただきました。現在では、全運転手にアルコール検査器を持たせ

まして、乗車前に検査を行うことといたしております。 

 続きまして、最後、11月22日でございますが、こちらは岐阜運輸支局で自家用有償旅客自動

車運送についての監査を受けました。こちらのほうでも、書類、管理体制、バス車両について

確認をいただきまして、結果といたしましては、運行に関する書類の様式内に記載すべき事項

の記入欄がないとか、あるいは整備管理者不在時に運行許可を出すことができる補助者の指定

を行ったほうがいいといったような指導をいただきました。 

 これに対応いたしまして、書式につきましては委託業者とすぐに様式の見直しを行いまして、

対応させていただいております。 

 なお、整備管理者の補助者につきましては、既に受託業者におきまして、その指定をさせて

いただいたところでございます。以上でございます。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） ありがとうございました。 

 事故が起きてしまったことは、非常に悲しむべきこと、また痛ましいことでありますが、そ

れとともに今までのこういった問題点とか改善点というのが明らかになった点、これはそうい

った機会を十分に生かしていただきたいと思います。 

 その意味におきましては、このバス事業者等に対する契約更新の時期が近づいていると思う

んですが、業者選定に当たりましては、従来よりも安全性をしっかり確保できる業者を選んで

いただく必要があるのではないかと私は思うわけであります。 

 その点におきましては、一般的にこうした契約といいますと入札だと思うんですが、金額を

重視されていると思いますが、やはり町民バスに関しましてはお金よりも安全運行の実績があ

る、なおかつ信頼性が高い、そういった点にポイントを置いて業者を選ぶべきだと思います。

そのあたりの御見解をお聞かせ願いたいと思います。 
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○議長（岡田文雄君） 村井企画環境経済部長。 

○企画環境経済部長（村井隆文君） 業者選定に当たりまして、安全性を確保できる業者を選ぶ

必要がある、金額より安全運行の実績がある信頼性の高い点にポイントを置くべきではないか

というような御提言をいただきました。 

 現在の委託業者との契約期間は、平成30年度までとなっております。委託に関する仕様書の

中には、車種、台数、運行日数、運行時間、走行距離など、基本的な項目のほか、整備管理者、

運行管理者、運転手等の適正配置、さらには法令遵守、運転手への教育指導や指揮監督などの

体制的な項目を条件に指名競争入札を行い、低価格の業者と契約を行っております。 

 これらの諸条件が整っております業者であるため、安全運行ができているものと思われます

ので、現行の選定方法で問題はないとは思っておりますけれども、次回の契約までには時間が

まだございますので、より一層信頼性の高い運行業務が行えるよう研究をしてまいりたい、こ

のように考えているところでございます。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） ありがとうございます。 

 実際にハンドルを含む、ドライブを含めた運行業者が安全運行に努めるのはもちろんのこと

なんですが、町側も業者に委託しているからといって全てを丸投げするのでなく、これまで以

上に、常に正しく安全に運行できるかを把握できるような体制の見直しに取り組んでいくべき

ではないかと思います。 

 というのも、よく町民バスに関しては、利用者とか、周囲の車のドライバーの方とかから、

非常に運転が荒いとか、いろいろなクレームがよく届くという話を聞きます。こういった苦情

があった場合にも、速やかに運転手なり会社に伝え、改善できるように、特に現場のドライバ

ーとの連携を密にする必要があるのではないかと思うのですが、そのあたりの改善策等につい

てはどのようにお考えなんでしょうか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今の巡回町民バスに関しては、丸投げというわけではないですが、今説

明があったように、運行管理者や整備管理者や運転手というのは、町の職員ではおりませんか

ら、委託するのは当然であると思います。 

 そして、またそういうような委託の条件の中で、今言ったようないろんな条件を整えた業者

にやらせていただいているわけでありますが、そういう中でも、私どもは職員が時々バスに乗

車をしながら、その運行状況を確認したり、いろんな運転手とのミーティングもさせていただ

いて、安全管理をさせていただいております。 

 そういう中で、皆さんから寄せられたいろんな意見や苦情もありますから、それは即座に会
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社等の責任者と対応を協議しながら、運転手等に徹底をして進めていくことを何回も対応しな

がら、繰り返してやっております。 

 そういうことは、やはりふだんの運行の中で、お互いに乗客の皆さんと運転手の方の信頼関

係というのは一番大事なことでありますから、運転手の教育についても会社等に徹底して進め

ていただけるように、絶えずそういう情報を提供しながら進めておるのが現状であります。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） そうですね。小さなトラブルとかクレームを迅速に処理することが、大

きな事故防止につながると思いますので、その点、しっかりと取り組んでいただきたいと思い

ます。 

 そして、同時に、今回の事故を受けましての改善策等、先ほど答弁いただきました内容を広

く町民の方や、またバスの利用者の皆さんに報告するために、広報やホームページなどに事故

を受けての改善策や今後の取り組みと称した文書などを出すと、また一段と信頼の向上につな

がるのではないかと思うんですが、そのあたりはどのようにお考えでしょうか。お願いいたし

ます。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） この件に関しては、私どもも事故直後には、さらなる安全運転の徹底と

道路状況の安全確認をして、事故の再発防止に努めさせていただきますということをバスを利

用していただいている皆さんに、まずバスの中でそういうことをお知らせし、そしてまた住民

の皆さんにはホームページ等でそのことをお知らせしてきたのが今までの流れでありますが、

今言われたように、これからの対応策や、あるいは警察や運輸局から指導や監査をいただいた

部分のことについて、対応策を住民の皆さんにお知らせすることは大事なことであります。 

 先ほども答弁があったように、今、岐阜運輸支局からの監査をしていただいて、いろんな資

料を提供して進めておる中で、最終的な指導や監査の結果がまだ来ていませんので、それをも

とに、私どもはきちっと対応策を立てて、住民の皆さんに今度は広報なり、いろんなことも通

じてお知らせをして対応していきたいと思っています。今、議員から御質問があって、御心配

いただいていることに関しては、対応をきちっと進めていきたいと思っています。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） 前向きな答弁をありがとうございます。 

 これから年の瀬に進むにつれまして、交通事故が多発する時期になってきました。今まで以

上に安全に配慮して、そして業者ともしっかりとした連携と信頼関係を築きながら、安全運行

に努めていただきたいと思います。 
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 次に、利用客の増加と公共施設巡回バスの名称変更、いわゆるネーミングライツを含めまし

たことについてもう少し伺いたいと思います。公共施設巡回という定義とか、ネーミングライ

ツはなかなか一足飛びに行けないという事情は私も十分わかっているつもりなんですが、その

前に、まずやれることから取り組んでいただけたらなあと思うんです。 

 というのは、先ほど申し上げました緑地公園の、ちょっと余りにも距離が離れているところ

とか、あとは、これはまた家のちょうど近所にあります小町屋とか狐山などという、地元に長

年住んでいる人もなかなか知らないような名称がバス停についている。これはもしかしたら、

笠松の地区とか、下羽栗にもないと思うんですが。確かに町長の言われるように、ずっとこの

名前だから、みんなわかっていると言うんですが、やはりこれから、例えば新しく人口をふや

していく、定住促進でどんどん若い世代を入れていくとなると、地図にも載っていないような

地名があるというのは、ちょっとやっぱり戸惑う原因になると思うんです。 

 ですから、やっぱりまずはできること、とりあえずは実態に合ったバス停の名称に変えてい

ただいて、そこから公共施設の枠を取り外し、そしてネーミングライツとか、そういうふうに

段階的に移行していただけると非常によろしいのではないかと思うんですが、町長のお考えを

もう一度お願いしたいと思います。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、議員から御質問いただいたことはもっともなことだと思います。私

どもが経験したのは、皆さんと一緒になって一回ずっと回ったときに、そういう名称があった

ことでしたよね。全員の皆さんが疑問を呈してみえました。そのことに関しては、よく承知し

ておりますので、なぜそういうような名称になったかということは、これは初めに公共施設巡

回バスというネームが災いしていた部分もあるんですね。あそこには公共施設がないから、か

といって個人の家や、あるいは会社をつけるわけにもいかなかったものですから、昔あった字

名をつけたのが苦肉の策で出た名前だと思います。それも本当に苦労して、頑張ってつけたん

だと思いますから、今になって不都合な部分があることも承知しています。最初の答弁にもお

答えしたとおり、私どもがルートの見合わせ、そしてまた運行等の基本的な見直し等を図って

いますので、そのルートの見直しのときにこそ、ネームを変え、場所も変えたバス停にしたい

と思いますから、今、突然２つだけを変えるということだけは、ちょっとお許しをいただいて

進めたいと思います。もう少し我慢していただいて、なれ親しんだ名前で我慢をいただきなが

ら、将来はこういうことなんだよということだけは、やはり住民の皆さんにも言っていただけ

れば結構だと思いますので、御理解をいただきたいと思っています。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） ありがとうございます。 
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 苦肉の策から20年たちましたので、そろそろ取り組んでいただきたいことを強く要望したい

と思います。 

 最後に、先ほど提案させていただきました利用者向上について、もう少し伺いたいと思いま

す。 

 まず、新しい路線図のいろんな名称とか、まちの駅を入れたのを前向きに検討していただく

こと、ありがとうございます。特別観光便については、規制などの問題があるのは承知してお

りますが、笠松町ではまちめぐりアプリとか、レンタサイクルとか、魅力の再発見に非常に力

を入れている。この点につきましては、私も非常に評価しているわけではありますが、町民バ

スも、先ほど町長も答弁されたように、有力なツールになると期待しております。 

 そのために、何とかうまく活用できる方法はないか。特にこの点に関して、改めて調査・研

究していただきたいと思いますが、その点、いかがでしょうか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） これは議員も御承知のように、私どものまち・ひと・しごと創生総合戦

略の中にも、今言われたようなアプリの開発や、あるいはコミュニティサイクル等も進めさせ

ていただいてやらせていただいています。そういう中で、歩いてや、自転車、今のバスや、い

ろんな公共交通機関も利用したまちめぐりというのをこれからめぐらせていくべきだと思いま

すから、今言われたようなことがまちのにぎわいを醸し出せるように、効率的に連携ができる

ように努力をしていきたいと思っています。 

〔２番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 古田議員。 

○２番（古田聖人君） ありがとうございました。 

 正午になりましたので、そろそろ締めさせていただきたいと思いますが、今、折しもアイデ

アソンも開催されていますので、できましたらこういった公共交通機関を利用したまちづくり

もテーマに入れて、幅広く、町民の方のみならず、いろんな方の意見の集約をして、まちづく

りに生かしていただきたいと思います。 

 最後になりましたが、この町民バスの、できましたら第１に安全性、第２に利便性、そして

第３に収益性の向上を目指して、これからも積極的に、そして住民主体の目線で取り組んでい

ただけることを切に要望いたしまして、一般質問を閉じさせていただきたいと思います。どう

もありがとうございました。 

○議長（岡田文雄君） 一般質問の途中ですが、１時半まで休憩いたします。 

休憩 午後０時03分  

再開 午後１時30分  

○議長（岡田文雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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 ただいまの出席議員は10名であります。 

 ６番 伏屋隆男議員。 

○６番（伏屋隆男君） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従い一般質問をさせていた

だきます。 

 今回の質問は、笠松町のよい政策のアピールについて、笠松町が他の自治体より、よい政策

を行っていることを戦略的にアピールすることについてと、先ほど来から出ております高齢者

ドライバーの運転免許返納についての２つについて質問させていただきます。 

 まず最初に、笠松町のよい政策のアピールについてでありますが、笠松町は、有史以来、

127年が経過しております。江戸時代には、物流の拠点として川湊で栄え、木曽川の治水を主

たる業務とする幕府直轄の美濃郡代陣屋も設置されておりました。 

 こうした歴史を持ち、先人たちが幾多の困難を克服して築き上げられた今日の笠松では、他

の市町よりすぐれた行政サービスを行っているものもあります。 

 例えば、下水道加入負担金の無料化、子育て支援サービス、今では多くの市町で行っている

中学生までの医療費無料化の先駆けなどであります。 

 一方、町民の中には全国ですぐれた才能を持っている方もおられます。スポーツで全国大会

に出場する選手や、先日はそろばんの全国大会に出場する選手が町長に表敬訪問したと新聞報

道されております。 

 こうした情報は、関係団体や組織から提供されるものですが、知らされない情報もあります。

笠松の幼稚園児が、以前、商工会青年部が普及に尽力していたスポーツスタッキングの世界大

会で３位に輝いたとテレビで放送されましたが、こうした情報は把握されておりましたか。 

 ところで、今、地方創生事業として、コミュニティサイクルの社会実験が行われております

が、笠松町は歴史はあるものの観光地ではなく、町外の方々へのアピールにインパクトが低い

と思われます。 

 先日、議会で行政視察した青森県大鰐町では、温泉やスキー場、リンゴやもやしの生産など

が主な産業ですが、スキー場を中心としたリゾート開発の第三セクターが多額の債務を持ち、

町が損失補填したことにより財政を逼迫させました。そして、次に訪問した田舎館村では、田

んぼアートで村おこしを行い、テレビ局の取材で全国的に知られるようになり、首都圏を中心

に来村者が増加しているとのことです。 

 このように、笠松町のよさを町外にいかにアピールするかが、人口減少する今、喫緊の課題

であると思いますので、その対策について質問いたします。 

 まず最初に、青森県大鰐町のようにリゾート開発の第三セクターの損失補填。皆さんも記憶

に新しいと思いますが、北海道夕張市の財政破綻と同じで、観光開発で負の遺産となったもの

ですが、笠松町ではそのようなことはありませんので安堵しているところです。田舎館村の田
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んぼアートのように、余り経費をかけずに、テレビ局が取材に来たがるものを考え出すことが

肝要と思います。そして、先ほども申しましたように、笠松町の行政サービスで他の市町より

よいことを行っておりますので、こうしたものを町外に向けて発信する対策を早急に講じるべ

きと考えますが、町長の考え方を示してください。 

 次に、笠松のよさを発信したり、笠松町民の中にすぐれた方がおられることの情報キャッチ

などを担当する専門の職員を配置して対応すべきと考えますが、町長の考えを示してください。 

 次に、コミュニティサイクルの社会実験ですが、先ほどから述べておりますように、笠松町

内で見ていただきたいものを小冊子にした観光ガイドのようなものをつくらないとアピールで

きませんが、その中に他の市町より、よい行政サービスも入れてアピールすれば、笠松町への

移住につながるものと考えますが、町長の考え方を示してください。 

 次に、高齢ドライバーの運転免許返納について質問いたします。 

 10月から11月にかけて、高齢者ドライバーによる交通事故が頻繁に報道されました。亡くな

られた方も多く、痛ましい限りであります。その原因は、車のブレーキとアクセルの踏み違え

によるものと考えられますが、加害高齢者の中には、そのことを覚えていないと言われる方も

おられます。 

 高齢者の運転免許更新に当たっては、70歳を過ぎると自動車教習所等で講習が義務づけられ

ております。また、来年３月からの道路交通法改正では、高齢者ドライバーの運転免許更新時

に認知症検査も導入し、現在、運転免許は自主返納しかありませんが、場合によっては取り消

しされることになります。 

 しかしながら、自動車の使用は生活する上でなくてはならないものとなっており、高齢者で

自主返納される方は少ないと思います。 

 今後、高齢化が進み、笠松町でも高齢化率が30％を超えようとしておりますので、運転免許

を自主返納したり、取り消しになる方も多くなることが予測されます。 

 そこで、行政として、運転免許がなくなった高齢者の生活支援について、今から検討し始め

ないと手おくれになってしまうことになります。既に、岐阜市や各務原市、可児市、養老町で

は、路線バスやコミュニティバスで使用できるＩＣカードや乗車回数券を交付しているようで

す。 

 以上のことから、質問させていただきます。 

 高齢者が自動車に乗れなくて生活に支障を来すことが、食料品や日用雑貨等の買い出しや、

病院への通院、観光や知人・友人との遊び、孫やひ孫の学校、会社等への送り迎えなどであり

ます。 

 幸いにして、笠松町には巡回町民バスがありますが、買い物には不便であります。既に自動

車に乗れない、自転車にも乗れない方が買い物に支障を来している、いわゆる買い物難民がお
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られます。 

 このような弱者が今後は増加すると思いますので、それに対して町長はどのような対策を考

えておられるのか、示してください。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員の質問に対する答弁をお願いします。 

 広江町長。 

○町長（広江正明君） それでは、伏屋議員さんからの質問にお答えしたいと思います。 

 まず第１点目に、笠松町が町外に向けていろいろ発信する対応について、早急に考えるべき

ではないかという御質問であります。 

 町民の皆さんへは、私どもは情報発信の手段として、現在、毎月発行している広報や、行政

無線や町のホームページなどの各種の広報媒体で広報活動を行っているところでありますが、

今度は町外の皆さんへのアピールとしているもので言えば、これは新聞とか、テレビや雑誌な

どのマスコミ関係を活用して、笠松町を知っていただいて、来ていただくための広報を行って

いるわけであります。中でも、最近マスコミから注目を集めているのが、私どものふるさと納

税で言えば、昨年度までに約１万5,000件、１億2,000万円を超える御寄附をいただけるまでに

なりました。 

 このふるさと納税に関しては、広告代を一切かけることなく事業を実施している点は、他の

自治体と大きく違っておりますし、今年度は各地での震災に対するいろんな寄附が多かったこ

とや、あるいは他の自治体が民間事業者を利用して広告を出すなどの競争もあったことから、

私どもへの寄附件数は伸び悩んでおりますが、御寄附いただいている方の半数以上が、昨年度

までも御寄附いただいたリピーターであるということ。これは大いに誇れることであり、さら

に応援いただけるよう、進めなければならないと思っております。 

 幸いなことに、この笠松町では名古屋証券取引所主催のイベントに参加する機会をいただい

たり、大和証券の東海地方の支店でのセミナー講師を任されたり、ことし２月には御承知のよ

うに全国の５団体に贈られた、ふるさと納税未来大賞をいただけるなど、地道な活動ではあり

ますが、広告代をかけなくても多方面からいろいろ評価をいただいているところであります。 

 また、こうしたふるさと納税の取り組みに合わせて、町の貴重な財産であります競馬場に関

しても、これを取り上げた５分ほどのテレビ放映も、この年明けの１月９日にメーテレで取り

上げられる予定になっておりますし、今聞いた話では、ＣＣＮが地元の正月を届ける番組で、

１月１日に笠松町の八幡神社で中継をされるということも聞いております。 

 こういった取り組みを通じて、私どもは笠松町との縁を大切にして、心からのおもてなしの

気持ちを実践することの必要性を実感しましたので、現状の取り組みを継続していくこととと

もに、またさらなる効果的な広報活動に努めてまいりたいと思っております。 
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 また、そのようなよさを発信したり、あるいは情報のキャッチなどをする専門の職員を配置

してはどうかという御質問でありますが、先ほどのふるさと納税というのは、企画課が所管を

して、広報紙の発行などの業務も企画課が所管をしておりますが、企画課だけでは、やはり広

報活動を行っても広がる幅には限界がありますから、そういった思いから、今、役場全体で取

り組むために、全職員が広報パーソンになることを実践して進めております。 

 広報パーソンは、議員御指摘の各種のいろんな情報の収集や、情報の発信を担うものを指し

ますが、役場の全職員がそういうような広報活動を行うことで、役場のさまざまないろんな部

署が個々に展開してきたものを報告や、あるいはお互いに連絡し合うことによって情報共有が

できて、そしてまたさらに大きな情報発信に結びつけられることが利点でもあります。また各

課に１名を広報委員として位置づけて、それぞれの課の広報活動を行っておりますが、この広

報委員はそれぞれの課の情報を集約して発信する役割を担っております。そしてまた、この広

報原稿やマスコミ宛てに発信するニュースリリースなども掌握をして、対応させていただいて

おります。 

 このようなことから、現在では、今後も専任の職員を配置するのではなくて、各課の今の広

報委員を中心に、全職員が広報パーソンとしての自覚と責任を持って、広報への意識を高める

とともに、各担当分野での情報収集や、あるいは広報活動に努めてまいりたいと思っておりま

す。 

 そして、観光ガイドのようなものをつくって、そのような中に行政サービスも入れてアピー

ルしてはどうかという御提言でありますが、現在、笠松町には町内の主要施設を掲載した観光

ガイドマップや歴史を中心とした冊子や、ＮＰＯが作成した散策マップなどがありますが、そ

れぞれの事業目的に沿った内容で作成しているのが実情であります。 

 議員御提案のとおり、この観光ガイドに行政サービスなどの情報を掲載することによって、

これら全ての情報を得られることができる点では、大変メリットがあることだと思っておりま

す。歴史文化、自然や行政情報を掲載して、そしてまた全てを網羅した冊子として、現在は、

私どもは笠松力検定テキストがありますが、このテキストはいわゆる検定受検者に対してお配

りするほか、かさまつ応援寄附金の活用報告の際に、寄附者全員の方にお送りさせていただい

て、笠松町を全国にＰＲさせていただいているのが現状であります。 

 ただ、一つにまとめることによって、情報量がいろいろ膨大になってまいりますことも懸念

されるので、目的やターゲットに合った広報媒体によって、効果的にアピールできるように、

これは我々も努力して、努めていかなければならないと思っております。 

 次に、高齢ドライバーの運転免許についての御質問であります。 

 運転免許がなくなって、買い物に支障を来す方がふえてくる中で、これからの対策について

の御質問であります。 
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 近年、運転免許証の自主返納者への支援策を実施している市町村もありますが、運転免許証

を自主返納した方のみに、例えば私どもの巡回町民バスの回数券の交付などを行うことは、こ

れは以前に議員の皆さんから一般質問で御質問があったときにお答えしたように、運転免許証

をもともと所持していない方との公平性の問題もあることや、巡回町民バス路線において、町

内全域を網羅しておって、一定の利便性を確保していることや、料金も１乗車100円と安価な

料金設定であることから、現在、自主返納者のみに対する支援策としては考えてはおりません。

道路交通法の一部改正に伴って、今後、運転免許証の取り消しや、自主返納が促進されて、買

い物に支障を来す方が増加することも事実でありますので、各種制度による家事援助サービス

の利用促進を図るとともに、町内にも野菜や米や日用雑貨などを自宅へ配達するサービスを行

っている商店もあることなどから、商工会と連携をしながら、これらの周知にも努めてまいり

たいと思います。 

 また、先ほど長野議員からの質問で答弁をさせていただきましたが、誰もが安心して暮らせ

るまちづくりのために、地域包括ケアシステムの構築の中で、来年、平成29年度から実施する

介護予防日常生活支援総合事業や、あるいは近所の皆さんやボランティアなどによる買い物や

通院支援など、身近な地域でお互いに助け合う、いわゆる互助の仕組みづくりにも今後取り組

んでまいりたいと思っております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋隆男議員。 

○６番（伏屋隆男君） ありがとうございました。 

 いろいろ言われましたけれども、まずは最初の笠松町のよいところのアピールの件で、ふる

さと納税でかなり成果を上げているということから、マスコミがそれを取り上げてくれるとい

ったことであるわけなんですけれども、以前、笠松町が政策的にやった、先ほどもちょっと言

いましたように、医療費無料化の件のときは、いろんなマスコミが向こうから取材に来たんで

すね。勝手に来てくれたんです。テレビも来た、新聞も来たという。中学生まで無料化したと

き、私はもう既に議員でしたので、あのときは本当にテレビにも新聞にもよく出ました。 

 そういったように、向こうが取材をしたいと、そう思われるような、先ほどの田舎館村では

ないんですけれども、田んぼアートみたいなものをつくって、取材をしたいんだと思われるよ

うなことを発信していく。そういうことを戦略的にやっていかないと、マスコミのほうも情報

を知らないと取材にも来てくれないわけですね。 

 ですから、私はそういうことを、まず笠松町として戦略的に考えるべきだというふうに思っ

ております。そこで職員の配置で、各課のほうに広報担当みたいな方がいらっしゃって、それ

を集約して、笠松町のＰＲを考えるということをおっしゃったんですが、やはりこれは膨大な

量になりますし、各課でもふだんの日常業務もあって、そのほかに広報的なことも考えるとな
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ると、仕事の量がふえていくばっかりなんだわね。それよりは、私は専門の職員を置くべきで

はないかなあということを思います。 

 今現在、笠松町の職員は120名ほどだというふうに記憶しておるんですけれども、これは別

に定数があるわけでもないわけです。平成の大合併のときから、徐々に徐々に人数を減らして

きて、今の数字になっているわけなんですけれども、本当に笠松町を町外に向かってアピール

する、またはマスコミ対応をやっていこうとするならば、職員が必要であればふやす必要もあ

るでしょう。そういうことをやってもいいのではないかなあと私は思いますが、専門の職員と

いいますけれども、専門の係があって、私は年間にわたってそれだけの仕事の量があるのでは

ないかなあと思っておりますが、その辺について、町長さんの考え方を。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、伏屋議員が言われた意味はよくわかりますし、私どもの政策の中で、

過去のように下水道の受益者負担がゼロとか、医療費の無料化とかという、ある程度、マスコ

ミが注目するような突出した行政サービスがあるときは、我々が別にアピールしなくても来る

こと、それはいろいろ経験をしてきました。 

 じゃあ今、私どもが今の行政環境や財政環境の中で、それと同じような突出したことができ

るかと言えば、それは今やるべき財政状況であればできるんですが、今、多分突出したものと

いうのはないと思います。それだけに、お話ししたように、いろんな地道な行政や、あるいは

行政活動の中で、住民の皆さん、そして多くの町外の皆さんが、笠松ってそんなことをやって

いるんだねということをＰＲすることが大事な部分でもあると思います。そのためには各課に

職員をきちっと配置した中で、これはいろんなほかの町村と比べても、よい結果やおもしろい

成果があるのでＰＲしようということでリリースをしたりすることが、やはり情報発信になる

のではないかと思います。 

 そういう地道な活動をしてきたことによって、今申し上げたように、名古屋の証券取引所や、

あるいは大和証券の東海エリアの支店の皆さんが、まちづくりやふるさと納税について、ぜひ

講師としてやってくれという要望も来るということは、そういう情報を発信しながら、地道に

やっていることが、そういうことのつながりにもなってまいります。気持ちはよくわかります

し、我々もそういうアピールしたいものをいっぱい持ちたいのは同じことでありますけど、そ

ういうのがないときには、やはり地道な活動の中でのＰＲというのは大事な要素になってきま

すから、我々は今の体制の中で、職員がしっかりそういう情報交流や発信ができる体制づくり

をやっていくことが今ではないかと思っております。 

 そうやってやっているうちに、例えば競馬場にしても、今のＣＣＮにしても、いろんな情報

を向こうからキャッチしてくることもありますので、そういうことの相乗効果にできるような

体制づくりを今固めていくことであると思います。 
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 言ってみえる意味はよくわかりますし、体制づくりに対しては我々も同感でありますから、

そういうことをきちんと進めていきたいと思っておるのが現状だと思います。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋隆男議員。 

○６番（伏屋隆男君） そこで、今、この人口減少の中で、いろんな自治体、市町村、都道府県

が積極的に取り組んでおるのが、やっぱりマスコミに受けることだというふうに思いますし、

そのためにコマーシャルを出すところも出てきているんですね。 

 大分県で、温泉の中でシンクロナイズドスイミングをやっているコマーシャルが出ていまし

たね。ああいうのをつくるとか。それから、これは市町村がやったわけじゃないんですけれど

も、例えばことしヒットした「君の名は。」ですね。あれは飛騨市がモデルなんですね。東京

と飛騨市なんです。なぜ飛騨市なのかはわかりませんけれども、作者が飛騨に行ったことはあ

ると思います。あることから、それであそこの風景だとか、駅というものが魅力的だったとい

うことで、それを描いたんでしょうね。それによって、飛騨市へ来る観光客が物すごくふえた。

これは事実なんですね。 

 ところが、現実的にあそこには映画館が一軒もない。高山市もない。飛騨市の人は映画を見

たことがなかったんですね。それで、せんだってと今回と２回、上映会をやったということな

んですけれども、あそこの人は富山市へ行くか関市、関のマーゴにあるそうですけれども、ど

ちらかへ来ないと「君の名は。」という映画が見られなかった。それで、市長さんがあそこで

やるということに決めたらしいんですね。 

 そんなことで、いわゆるフィルムコミッションというのを自治体の中に設けて、映画だとか

テレビだとか、そういうものにまちの中を撮影してもらう、そういうものでＰＲするという、

そういったことを取り組んでいる自治体も現実にあるわけですね。 

 今、ＮＨＫの朝ドラでやっている「べっぴんさん」は神戸市のフィルムコミッションなんで

すね。協力してやっているんですね。現実にそうなんです。 

 そういったことで、そういうフィルムコミッション的なものを私はつくってやりなさいとい

うことを言っているわけじゃなくて、そういったふうに笠松をＰＲするための戦略的なものを

何か持たないと、どこも取り上げてくれない。向こうから来るのを待っているだけでは、笠松

としては手おくれになってしまうと私は思いますので、先ほど町長さんが答弁されましたよう

に、大和証券だとか、いろんなところがふるさと納税関係で取り上げてくれたということはあ

りがたい話なんですけれども、そこだけじゃなくて、ほかのところにも、例えば今のふるさと

納税でもいいんですよ。こういったものでも、笠松町はこういうふうにやっていますというこ

とをもっと外に向かってＰＲすることが必要ではないかなあと思いますので、そういったこと

を戦略的に考えることについて、もう一度、町長さんの考えをお願いしたいのですが。 
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○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 私どもの笠松町が持っている歴史的な財産や自然的な環境や、あるいは

人的な財産というのは、いろんな意味でいっぱいある町ですよね。それを今言われたように全

国へ、世界へ発信できるものというのは、それは評価によっては違うと思いますから、そうい

うものをつくり出す一つの知恵というのは必要かもしれません。 

 過去、何があったかと言えば、ここは笠松競馬場があって、オグリキャップという馬が出た

ことによって、全国にいろんな発信ができたこと。これはやっぱり大きな一つの財産であると

思います。 

 じゃあ、そういう財産を今ある環境や財産の中から、しっかりみんなが見きわめて、これは

いろいろ考え方があると思いますが、この町のよさというのは、我々が中にいてわからない部

分があるかもしれませんので、いろんな人の目から見た町の財産を発信できるものを考えてい

く。これは専門的な人ではなくても、当然、今我々が一生懸命、議員の皆さんも含めて、まち

づくりや町のことを考えているみんながそういう発想の中で出てきたことが一つの力となって

発揮できれば、僕は十分だと思います。そういうものをつくり出す力というのは、いろんな人

の力が結集しなきゃできないと思いますから、今申し上げたように、町の職員や我々みんなが

知恵を絞りながら、前を向いて体制づくりをすることがこの町のやり方ではないかなあと思い

ますので、今はそういう方向づけをして進めていきたいと思っております。 

 こういうことがあるんじゃないのという、いい傾向は、力があればぜひ提示をいただいて、

それに基づいて、じゃあどういう人がそういうことをできるだろうかということを、必要な人

がいれば、それは外から招いてもやればいいんですが、やっぱりここの中で気づくのは我々だ

と思いますから、ぜひそういうことの観点を議員の皆さん初め、職員や町民の皆さんが一緒に

なってつくり上げていけばいいのではないかと思っております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） そういうふうに今後も努力していただきたいと思います。町長さんの言

っていることも私はわかりますので、笠松町をよくしたいという思いで、お互いがそういう思

いだと思いますので、そういうことで向かっていきたいなあということを思います。 

 それでもう一つ、コミュニティサイクル、今社会実験をやっているんですけれども、これの

件なんですが、自転車を借りて、私も聞きに行きました。どういう方が借りられるんですかと

言ったら、町外の方も借りられる、そして町内の方が買い物なんかに使うこともいいですよと

いうことを言われました。 

 これの目的が、町外の方に使っていただいて、笠松のいいところを見て回ってもらう、それ

でまた自転車を返してもらって帰ってもらうということが最大の目的なのか、笠松の方が、あ
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そこに自転車があるから簡単に借りられて、笠松の町の中を回っていって、どこかへ寄るとい

ろんなポイントがもらえるからというので、それを生かしていこうというふうに思っていらっ

しゃるのか。 

 実は、この社会実験の始まる前の一番最初の提案のときには、私は議員ではありませんでし

たのでわかりませんが、その最大の目的はどっちなのか。それをまず聞きたいんですけれども。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 一つの最大の目的というのは、私どもが笠松町のまち・ひと・しごと創

生総合戦略の中に、人を呼び込むという一つの大きなテーマの中で、このコミュニティサイク

ルによって、笠松へ来た人が笠松の町を回ってもらうために、そういう手段を持っていくこと

を考えようよということと、もちろんそういうことによって、各商店や皆さんが潤うようなこ

とがいい、笠松を知ってもらうことがいいという、呼び込むことが大きなテーマの一つであり

ました。 

 今やっているのは、社会実験を通じて、いろんな情報を集めているのが今の段階であります

から、このことを積み重ねた中で、これからのコミュニティサイクルのあり方をしっかり体制

固めをして、そのためには道路事情や、私どもの笠松町のいろんな見ていただくところを整備

することも入ってきますので、そういうことを今の社会実験を通じて出たデータで、これから

先の対応をしていきたいと思っています。 

 一番は、やはり人を呼び込むことを主眼に置いたコミュニティサイクルになっていると思い

ます。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） そうしますと、せんだってこの件に関して、笠松ナビというチラシもも

らってきました。５つのコースがそれぞれ別々にあったんですけれども、今ここにもあります

が、それを見ながら、笠松の歴史の中でのこういったものがあります、こういったものがあり

ますと書いてあります。要するに、笠松の検定試験の中から抜粋してあるようなものが１枚の

紙であって、それが５枚あるんですね。20分コースだとか、30分コースだとかと書いてありま

した。 

 そういったものを先ほど言ったように小冊子みたいなものにまとめて、いわゆる観光ガイド

といったものにしていく必要があるのではないかなあと思います。 

 笠松は、歴史はあるんですけれども、本当の観光地というイメージはないわけですね。古い

建物はあります。お寺だとか神社だとか、そういった歴史的なものはあります。そして、笠松

に来られた方が笠松の中で食事をしたり、コーヒーを飲んだり、買い物をしたり、笠松の名産

品と言われるものも、昔ながらのものもあります。そういったものもＰＲして、笠松に少しで
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もお金を落としていってもらうということが必要ではないかなあと思います。 

 そこで、こういったものを小冊子的なものにし、そしてその後、笠松以外の方に来ていただ

くということですので、それをいかにして外に向かってＰＲするか、来ていただくためにです

ね。例えば、広報媒体といいますか、そういったＰＲ方法をやっぱり充実させないと、よさと

いうのはなかなか発信できないのではないかなあと思いますが、まずお聞きしたいのは、この

社会実験が始まる前、そして今もそうですけれども、どのような方法で町外のほうにそれをＰ

Ｒされているのか。それをまずお聞きしたいんですけれども。 

○議長（岡田文雄君） 村井企画環境経済部長。 

○企画環境経済部長（村井隆文君） お答えをいたします。 

 町外に対するＰＲ方法ですけれども、先ほど町長が冒頭に御答弁申し上げましたように、広

報委員さんを主に、そういった広報活動を全職員が広報マンということでやっております。 

 その中で、リリースということで、マスコミ各社、民間のテレビ局等にも情報提供しながら、

事業の実施でありますとか、中間的なことも報告しながら、外への発信に努めているところで

ございます。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） そういったＰＲをしているということなんですけれども、現実的にマス

コミがこの社会実験に対して取り上げてくれた社はあるんですか。それをちょっとお聞きしま

す。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今のコミュニティサイクルをやり出したときの取り上げはなかったんで

すが、その前のレンタサイクルの事業のときには、マスコミが取り上げて、写真も入れて、こ

ういうふうに拠点が３つあって、こうやってやっているという紹介はしてくれたんですね。そ

れは前の社会実験のレンタサイクルのときだったんです。 

 今度は、また違ったコミュニティサイクルでありますから、じゃあどういうふうに自転車で

まちめぐりができて、町の中でやっていくかということを今実験をやりながら進めておるわけ

でありますので、このことのＰＲというのは、まだやっぱり足らないと思います。町外に対し

てのＰＲは足らないと思います。 

 笠松駅へおりてきた人が、たまたまやっているのを見て、あっと言って借りた人がいるくら

いで、それがあって、承知して来たというのは、なかなかまだ少ないようであります。それは、

今の大同大学の先生や皆さんと共同して、今のコミュニティサイクルの対応を進めていますか

ら、そちらのほうからもまたいろんな知恵をかしていただいて、発信をしていきたいと思って

います。 
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〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） そうすれば、この事業そのものは国の地方創生の事業ですので、ＰＲ用

の例えばポスターをつくったらどうなんですか。岐阜県下の市町村に全部配るとか、愛知県下

も全部配る、三重県下も津までぐらいの市町へ全部配って、公民館みたいな、人の集まるとこ

ろにそれを掲示してもらう、張ってもらうと。こういったことを笠松はやっていますよという

ＰＲですね。そういったことを考えてＰＲをしたらどうなんですかね。 

 やっぱり人の目に触れないと事業そのものが理解されませんし、やっていますよということ

が、最初に新聞に取り上げてもらって、新聞に載っただけ。これでは、人間の記憶というのは、

きのう言ったことだって忘れてしまうことですからね。特に私らは前期高齢者になりましたの

で、そういったことになるわけですね。国の経費でこれはできるわけですね。ポスターをつく

ろうと思ったって、つくれるわけです。そういったことは考えられませんか。 

○議長（岡田文雄君） 村井企画環境経済部長。 

○企画環境経済部長（村井隆文君） お答えをいたします。 

 実績といたしましては、さっきの新聞社、中日新聞のほか、ＣＣＮが取材に来てくださった

りとか、この辺の地域のマスコミの方には取り上げていただいたりしております。 

 それと、あとはこのレンタサイクルとコミュニティサイクルにつきましては、大同大学の協

力のもとに実施している部分もございまして、そちらのほうは笠松町と大同大学がそういった

ことをしているよということで、名鉄電車の車内広告なんかに使わせてほしいというような大

学からの申し出もございまして、そういった部分でＰＲとかもさせていただいております。 

 いずれにしましても、議員さんのおっしゃいますように、さまざまなＰＲ手法というのはあ

ると思いますので、これで満足することなく、いろんな手法を考えながら、さらに事業のほう

をＰＲしてまいりたい、このように考えているところでございます。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） 今、部長の言われましたように、さまざまな方法があると思います。今、

例えば一つのポスターということを申し上げたんですけれども、いろんな方法があると思いま

すので、その方法を検討しながら、こういったことによって笠松町のＰＲを大いにしていただ

きたいなと思います。 

 次に、高齢ドライバーの運転免許の返納についてお尋ねをいたします。 

 平成29年度に地域包括支援センターの協力といいますか、互助の精神で、こういった高齢者

対策を考えていくということをおっしゃったんですけれども、先ほど来から言っていますよう

に、本当に高齢者が多くなって、運転免許の返納、それから運転免許の取り上げということが
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来年の３月以降は起き得る可能性があるわけですね。 

 免許の更新の仕方も、本当に変わってきます。75歳以上の方は、今までは教習所へ行って、

講習を受けて、適正であるという判断をされたら、免許更新所へ行けばよかったんですけれど

も、今後は一番最初に免許更新所へ行かなければならない。免許更新所へ行って、認知症検査

をやって、それでいいですよといったら、今度、教習所へ行って、適性検査を受けて、それで

オーケーが出たら、更新所へまた行って、そこで免許の更新を行うという形になりますので、

高齢ドライバーの方には日数もかかりますし、大変な作業になるわけなんですけれども。その

くらいしても、やっぱりあれだけの事故が毎日毎日のように起きて、物損事故だけなら自己責

任で済まされるんですけれども、亡くなられた方がおられるということになると、それで済ま

されないというふうに思うわけですね。 

 それと、車の免許云々じゃなくて、高齢者の方がこれからふえてきますから、先ほど申しま

したように、いわゆる買い物難民という方がたくさん出てこられるのではないかなあと思いま

す。午前中の一般質問で、巡回町民バスの利用の件も出ておったんですけれども、買い物に行

く場合、今あのバスに乗って、じゃあ買い物に行くかというと、なかなか行けない。買い物す

るところが、大型店というのは２カ所しかないんですね、笠松の中は。あとは小さなところで

すけれども、小さなところは極端に言えば下羽栗というのはほとんどないに等しいわけですね。

笠松の中に少しぐらいしかない。松枝のほうはどの程度あるのか、私もよくわからないんです

けれども、本当に町外へ行ってしまいます。今は車に乗って町外へ行ってしまうわけですけれ

ども。町内での買い物というのは本当にしづらいといいますか、それで、先ほど、私は不便だ

ということを言ったんですが。 

 そういうことから言うと、いわゆる行政サービスとして考えていくなら、例えば地域包括支

援センターの方が、近所の方の分の買い物代行をしていくみたいなことを考えていくとおっし

ゃったんですけれども、シルバー人材センターの方々に、今、高齢化している団地なんかもそ

うなんですけれども。例えば岐阜の大洞団地、あそこは坂があって、高齢者ばっかりなんです

よ。若い方はみんな出ていってしまったもんですから。それで、今何をやっているかというの

は、民間があるんですけれども、いわゆる移動車によって物を販売に行くわけですね。何曜日

の何時にここへ来ると場所を指定して、週に２回ぐらいですから同じ場所には行かないみたい

ですけれども。 

 そういったサービスといいますか、いわゆる行商みたいな移動販売、こういったことができ

ないかなあと。そうしますと、本当の近場、近場に行けるわけですね。何曜日の何時と時間指

定すれば、その時間帯に集まってきてもらうと、そこで買い物をしてもらう。買い物をすれば、

当然ながら、今度はこういうものが欲しいという要望も伝えることもできるし、次に来るとき

にその要望に沿ったものを持ってくることもできる。 
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 そういったことが笠松の地域の中で行うことはできないかなあと。民間でやっていらっしゃ

るということも今おっしゃったんですけれども、そういったものを行政サービスとしてやって

いくということは考えられないかなあと思うんですが、それについてはどうですか。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、御質問の中でいろいろ指摘されたことに関しては、確かに高齢化が

進んでくる中ではそういうものも必要になってくると思います。 

 そして今、御質問の初めのタイトルが、高齢ドライバーの自主返納という部分もあったもの

ですから、そのことをいろいろ考えてみましても、確かに今の高齢者の方の事故も目立ってき

ています。高齢者の方に余りそういう自主返納とか、ドライバーの皆さんに免許を取り上げる

ようなことをいろいろ言えば、これは高齢者の方のプライドもありますから、そういう問題も

考えなきゃならないことと、免許証を取り上げることによって、自由さが制限されてくること

も大きな問題になります。一番問題なのは、そういう取り上げた、あるいは高齢ドライバーの

方に自主返納してもらった方の対応というのは、これは行政がやることだけではなくて、一番

基本はまず家族がどう対応できるかということをやることと、そしてまたそれによって、地域

の周辺の皆さんがその人に対してどう対応できるかということを助け合う、そういうシステム

ができることと、それに最後に、今言われた我々行政やシルバー人材センターやいろんな皆さ

んが、その環境に応じてどういう対応をできるかということを進めることであって、我々が全

て、その地域地域やその人個人のいろんなことに行政が手をつけることではないし、できない

ことだと思います。 

 そういうような地域システムをつくるのが、これから始まる一つのシステムの構築でありま

すから、僕はこのことが、今のマスコミの話じゃないですが、この地域を見てみても、笠松町

が一番初めにそれが手がけられて、一番初めにいいシステムができる環境というのを、僕はこ

この町が持っていると思いますので、それはこの一、二年の間に構築しながら外へ発信すれば、

笠松って、そんな住みやすいいろんな環境でやっているんだねということがわかれば、また人

が来ることにもなると思います。 

 そういうことを今、目指してスタートするのが、これからのシステムづくりだと思っていま

すから、そういうことは全て含めば、今、伏屋議員が言われたような生活支援になることでも

ありますので、そういう大きなくくりの中で、行政としてタイアップをしていきたいというの

がこれからの願いであります。 

 たまたま先週の日曜日に、ＮＨＫの日曜討論の中で、高齢ドライバーの皆さんのことを議論

されていたこともあり、そのこともしっかり聞いた中で思うのは、やっぱり今言ったような

我々の行政だけではなくて、家庭や地域がどう、その人の免許を返納した後の対応がみんなで

できるかというのが大きな問題だということも言っていましたので、そのことも踏まえて、
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我々も対応をこれから考えていきたいと思っております。 

〔６番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 伏屋議員。 

○６番（伏屋隆男君） 次のときに言おうと思っておったことをちょっと言ってしまったので。

私は高齢者にも優しい町だよということを外に向かってＰＲしたい、そのことを今度言おうと

思っておったら、町長が言われたので。 

 確かに町長さんのおっしゃるとおりなんですわ。まずは家庭ですね。そして、周りの地域、

そして行政、そういうふうだと私も思っているんです。思っていますが、来年の３月以降の高

齢ドライバーの免許更新に際しては、取り消しされる可能性があるわけです。今までは自主返

納しかなかったんです。行政として、公安委員会があなたはもう免許は出せませんよ、取り上

げますということはできなかったんですけれども、来年３月からはできるようになるんです。

ですから、自主返納の方もいらっしゃるでしょうし、免許をもらえない方もこれからはふえて

くるでしょう。 

 そういったことで、高齢者の方々の支援策が行政としても必要になってくるということで、

笠松町はお年寄りにも優しい町やということを訴えるためにも、今からもう行政として、先ほ

ども言いましたけど、家庭とか地域だとかということもありますけれども、行政としてこれだ

けのサービスをするということを今から考えていく。きょう言って、あしたやってくださいと、

平成29年度からやってくださいということではなくて、今から検討をして、５年先になるか、

10年先になのかはわかりませんけれども、そういった先のことに対応するような政策を組んで

もらったらどうかと提案したつもりだったんですけれども、それについてちょっと最後にもう

一言お願いします。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今言われたように、来年３月から免許の更新にそういった手が入るわけ

ですが、やっぱりこれは認知症の部分でいろいろ出てくることですが、認知機能が減少してい

る人というのは、自分には絶対にそんな認識がないことですから。これはプライドの問題もあ

りますし、大きな社会問題になる可能性もありますから、これは我々の関知することではない

ですが、気をつけてやってもらわなきゃいけない部分ではないかと思います。 

 そういう問題も生まれてくる中で、社会全体が高齢者の皆さんにとって住みやすい地域にな

るように、今言われたことも踏まえながら、我々は将来を見据えて体制づくりをしていきたい

と思っていますので、またいろいろ御指導や御理解をいただければありがたいと思っています。 

○６番（伏屋隆男君） 終わります。 

○議長（岡田文雄君） どうもありがとうございました。 

 一般質問の途中ですが、２時40分まで休憩をいたします。 
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休憩 午後２時27分  

再開 午後２時40分  

○議長（岡田文雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいまの出席議員は10名であります。 

 ３番 尾関俊治議員。 

○３番（尾関俊治君） 議長のお許しを得ましたので、通告に従い質問をさせていただきます。 

 まず初めに、大規模地震対策についての質問をさせていただきます。 

 阪神・淡路大震災から22年弱、東日本大震災から５年９カ月が経過し、どうしても気がかり

なのが、この地域で言われている東海地震です。一たび発生すると、東南海・南海地震と連動

し、南海トラフ巨大地震の発生が心配されております。 

 1970年代から、東海地震は10年以内か100年後かは地球物理学的には決定できないが、あす

にも発生する可能性も否定できないと言われてきました。また、このところの活動で、ある科

学者は、地震国日本は地震や火山の活動期に入ったと見るべきでしょうと言っています。 

 自然災害から逃れることはできないとしても、何ができるのか、どういった準備をしておい

たらよいのか、おのおの考えておく必要があります。 

 そこで１つ目の質問ですが、羽島郡防災連絡会で、羽島郡防災ハンドブックが作成されまし

た。このようなハンドブックを町民向けにつくってはどうでしょうか。町民が見て、わかりや

すい内容でなくてはいけません。イラストを多く使い、内容の説明をするとわかりやすくてよ

いのではないでしょうか。 

 地震発生の瞬間、地震直後の行動、避難、避難生活、生活再建、備蓄、室内の備え、室外の

備え、コミュニケーション、その他の災害対策、災害発生時に役立つ知恵や工夫、災害知識、

緊急連絡先等、町民が知りたい情報をハンドブックに載せてはどうでしょうか。町長の考えを

お聞かせください。 

 ２つ目ですが、緊急地震速報についての質問をさせていただきます。 

 10月21日14時７分に、鳥取県中部で震度６弱、震源の深さ約10キロメートル、マグニチュー

ド6.6の地震がありました。その際、私のスマートフォンに地震が五十数秒後に来るとのメー

ルが届きました。これは、ヤフー防災速報アプリからのメールだったと思います。スマートフ

ォンのトップ画面にメールが来るため、中を開かなくても内容が見られて、身構えることがで

きました。また、ゲリラ豪雨の際にも、ヤフー防災速報は雨が降る前に来ます。 

 あんしんかさまつメールは、地震が発生した際、またゲリラ豪雨の際、いつどのようにメー

ルが届くのか、お聞かせください。 

 次に、収納率の向上についての質問をさせていただきます。 

 町税未納の中には、企業の業績不振や解雇、病気などで町税をなかなか納められない方も含
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まれると思いますが、マイナンバー制度や平成31年10月の消費税引き上げを考えると、今から

さらなる繊細な収納計画が必要になってくると思います。 

 平成27年度より、町税と水道料金、下水道料金使用料をコンビニエンスストアで納めること

で、どれぐらいの収納率向上になったのか、またコンビニエンスストアで納めることによって、

町民に不都合なことがあるのか、それぞれお聞かせください。 

 次に、昨年度までの５年間の収納状況の推移と、その結果をもたらした要因をお聞かせくだ

さい。また、収納率向上を目指すに当たり、何が障害となり、何に取り組まなければならない

のかをお聞かせください。 

 ３つ目に、認知症対策についての質問をさせていただきます。 

 認知症においては、早期発見、早期治療とできるだけ早い時期の適切なケアの提供が重要と

なります。そのため、かかりつけ医や看護師、ケアマネジャー、作業療法士などから成る認知

症初期集中支援チームによって、病状や生活状況などの評価、適切な医療機関の受診勧奨、必

要な介護サービスの案内を行うことが重要です。 

 現在行われている認知症初期集中支援事業について、内容をお聞かせください。また、新オ

レンジプランにおいて、2018年度から全ての市町村で実施することが目標とされていますが、

今後の対策、方針についてお聞かせください。 

 次に、現在行われている認知症にならないための対策で、町が行っていることについてお聞

かせください。 

 これで１回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員の質問に対する答弁をお願いいたします。 

 広江町長。 

○町長（広江正明君） それでは、尾関議員さんからの質問にお答えしたいと思います。 

 まず、第１点目の大規模地震対策の中で、防災ハンドブック等の作成を考えてはどうかとい

う御質問でありますが、現在、当町では毎年、広報かさまつ９月号で防災特集を組み、防災意

識の高揚を図りながら、日ごろから携帯していただけるように笠松町の防災必携を作成して、

町民の皆さんに防災や減災に役立てていただけるように努めております。 

 また、この４月に発生しました熊本地震を受けて、ことし８月に、今すぐ活用ができ、いざ

というときにも役立つ情報をわかりやすくまとめた我が家の防災マニュアル（地震編）という

のを作成して、これは自主防災訓練のときや防災講演会の開催時に町民の皆さんに配付をさせ

ていただきました。 

 質問の中で御指摘いただいていたように、イラストを多く使用したハンドブックというのは、

大変わかりやすく有効であると考えております。笠松町においても、この作成を検討している

段階ではありますが、今年度、ちょうど国や岐阜県において洪水ハザードマップ等の見直しを
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実施している中で、今後それを受けて、私どもも笠松町の洪水ハザードマップの見直しを検討

してまいりますので、その見直し等をした中で、そういう状況を踏まえて、今言われたような

ハンドブック等の内容の検討も編集をしてできないかということを考えてまいりたいと思って

おります。 

 その次に、あんしんかさまつメールは、地震が発生した際、またはゲリラ豪雨の際にどのよ

うにメールが届くかという御質問でありますが、現在、あんしんかさまつメールでは、登録を

いただいた方に緊急を要する情報を携帯電話やパソコンに、迅速にかつ的確に６つの情報をＥ

メールで配信しております。 

 この６つの情報というのは、笠松町に発令された特別警報の気象情報と、そして震度４以上

の地震情報、台風や火災などの防災情報、そして警察からの不審者情報などの防犯情報、そし

て避難所開設や避難地域に関する避難所情報、避難人数や避難所施設に関する避難情報、この

６つの情報をお伝えさせていただいております。 

 このうち、気象情報と地震情報につきましては、これは気象庁から発令の際に24時間、即時

配信されることとなっておりますし、その他の情報については、これは随時配信をされます。 

 このあんしんメールは、いざというときの情報収集の有効な手段の一つとして理解いただい

ており、この11月末現在では、約6,226名の方に登録をいただいております。 

 その次に、収納率の向上についての御質問の中で、コンビニエンスストアで納めることによ

ってどれくらいの収納率の向上になるかという御質問であります。 

 町税のコンビニでの収納は、御質問にあったように平成27年４月から実施をしておりますが、

町県民税や固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税が利用できるわけであります。また、水

道料金や下水道使用料のコンビニ収納というのは、これはもう以前の平成22年４月から実施を

しております。 

 このコンビニ収納は、税金や料金等の情報をバーコードで管理することから、原則として納

期限内の取り扱いのみとなりますが、金融機関の窓口での納め忘れの際や、あるいは忙しくて

金融機関の営業時間内に足を運べないような方々にとって、24時間営業のコンビニというのは

大変有効な収納機関であると考えております。 

 具体的な収納率への影響については、これは数値分析をいたしかねますが、コンビニ収納は

町税や水道料金など、町の徴収金の納付環境の向上につながるものであり、少なくとも現年度

分の未納を減らすことができる収納率の向上には役立っているものと考えております。 

 次に、コンビニで納めることによって、町民の皆さんに不都合な点はあるのかという御質問

でありますが、今申し上げましたように、コンビニ収納というのは役場や金融機関の営業時間

外でも、24時間いつでも納付できることから、町民の皆さんにとって大変便利なサービスであ

り、基本的に不都合はないとは考えていますが、仮に不都合があるとすれば、コンビニ納付直
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後に納税証明を必要とされる場合は、すぐに納税証明を発行できないということが上げられま

す。 

 このコンビニ納付による入金を町が確認するためには、一定時間が必要でありますから、直

ちにシステムに反映できないことが原因となっております。このような場合は、コンビニで納

付された領収書を役場窓口で御提示いただくことで、納付確認をして、納税証明を発行してお

りますので、若干、これはお手数をかけることになりますが、そういうような対応をしていた

だきたいと思っております。 

 なお、このことは納付書の裏面の納付可能コンビニエンスストアの記載にあわせて注意書き

するとともに、町のホームページなどで周知を行っているところでもあります。 

 次に、昨年度までの５年間の収納状況の推移とその結果、もたらした要因はという御質問で

ありますが、過去５年間の収納状況の推移については、後ほど担当部長より詳細は御答弁いた

させますが、町税全体の収納率というのは、平成27年度は95.4％で、５年前の平成23年度が

95.6％であり、マイナス0.2ポイントとなっております。 

 内訳としては、固定資産税はプラスの0.3ポイント、そして軽自動車税はプラスの1.5ポイン

トで改善が見られましたが、町民税で個人町民税がマイナスの0.6ポイント、そして法人町民

税がマイナスの0.4ポイントと低下をしております。また、国民健康保険税につきましては、

この平成27年度は73.2％と５年前の平成23年度の76.8％と比較して、マイナスの3.6ポイント

となっております。 

 この５年間の状況から、景気動向に左右される個人所得や、法人収益に直接影響される税目

の低下というのが見られておるわけであり、当然のこととは思われますが、まずはこのことが

要因ではないかと推測はしております。 

 次に、収納率向上を目指すに当たって、何が障害となって、何に取り組まなければならない

かという御質問でありますが、収納率の向上の障害としましては、先ほど申し上げた景気や経

済動向等によって、個人所得や法人収益の減収が上げられますが、特に個人町民税などは、前

年所得に対して賦課されるために、直近の生活状況と事情が異なる場合がありますので、納付

困難な場合というのは出てまいります。 

 町としては、以前よりこのような場合を含めて、納付相談によって納税者の方々の生活に配

慮をしながら、計画的な納税を進めることに努力をしてまいりました。あわせて、社会構造の

変化や勤務体系の多様化などに対応して、納税や納付しやすい環境を整備していくことに配慮

をしてまいりました。平成27年度からの町税におけるコンビニ収納導入につきましても、こう

した背景からによるところであります。 

 しかしながら、納付書による納付というのは、納税者の方みずからが金融機関やコンビニに

出向かないと納税できません。さらなる収納率の向上を目指すには、今後一層、口座振替の利
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用促進に努めるほか、特に個人住民税においては、普通徴収の事業所を対象とした特別徴収義

務者指定の取り組みも重要であると考えております。 

 また、滞納となっている方には、これは個々の事情もありますが、一向に納付相談に応じて

いただけない方や、あるいは納付誓約をほごにされた方に対しては、悪質と判断する場合には、

私どもは財産を差し押さえるなどの滞納処分を行うことなど、いわゆる税の負担の公平性の確

保というものに努めていかなければならないと考えております。 

 次に、認知症対策についての御質問であります。 

 現在行われている認知症の初期集中支援事業の内容についてのお尋ねでありますが、認知症

の初期集中支援事業は、認知症状があっても介護や医療を受けていない方や治療を中断してい

る方に対して、早期に専門職で構成する支援チームがかかわって、適切な医療や介護サービス

等につなげて、いつまでも暮らしなれた自宅や地域で生活を継続できるように支援する事業で

あります。 

 町では、この事業を昨年11月に羽島郡医師会に委託をして、医師、看護師、社会福祉士、そ

して作業療法士で構成する認知症初期集中支援チームを松波総合病院内に設置いたしました。 

 この認知症初期集中支援事業の内容としましては、住民や関係機関への認知症初期集中支援

チームに関する普及啓発、また認知症初期集中支援の実施として、１つ目に訪問支援対象者の

把握、２つ目に情報収集及び観察・評価、３つ目に初回訪問、そして４つ目に専門医を含めた

会議の開催、５つ目に初期集中支援、そして６つ目に引き継ぎ後のモニタリングなどを地域包

括支援センターと情報共有をしながら行ってまいります。 

 そして、今後の対策や方針についての御質問でありますが、町では、認知症施策推進総合戦

略、いわゆる新オレンジプランの基本的な考えであります認知症の人の意思が尊重され、でき

る限り住みなれた地域のよい環境で、自分らしく暮らし続けることができる社会の実現という

のを目指して、超高齢化社会を迎える2025年に向けて、今さまざまな事業を展開しているとこ

ろであります。 

 現在、この認知症への理解を深めるための普及啓発の推進として、認知症サポーターの養成、

そして認知症の人や家族への相談支援を行う認知症地域支援推進員の設置や、また先ほど御説

明しました認知症の容体に応じた適時適切な医療・介護等を提供する認知症初期集中支援チー

ムの設置など、認知症の早期発見や早期治療対策の体制整備を行ってまいりました。 

 また、昨年度からは、この認知症施策推進のために、羽島郡医師会を初め、関係機関のメン

バーで構成する認知症対策協議会と認知症部会を設置して、認知症対策についての検討を行っ

ております。 

 現在、この部会において、認知症の人やその家族が認知症と疑われる症状が発生した場合に

は、いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよいか理解できるよう、認知症
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の容体に応じた適切なサービス提供の流れを示した、いわゆる認知症ケアパスの作成について

検討しているところであります。 

 今後は、このケアパスが一般高齢者や認知症を発症している方やその家族、医療・介護関係

者等の間で共有されて、サービスが切れ目なく提供されるよう、その活用を推進していきたい

と考えております。 

 また、今後は関係機関との連携はもとより、行政だけではなく、民間や地域住民の皆さんな

ど、さまざまな主体がそれぞれの役割を果たしていくことが重要であるとともに、認知症の発

症を予防すること、認知症になっても早期に診断を受け、そして適切なケアによって地域で生

活が続けられるように、一歩先んじて何らかの手を打つという意識を地域全体で共有し、認知

症対策に取り組んでいかなければならないと考えております。 

 そういう中で、町が行っている認知症にならないための対策についての御質問でありますが、

認知症の予防には、認知症発症以前からの適切な運動や栄養、そしてまた社会交流や趣味活動

などの日常生活での取り組みが認知機能の低下を予防する可能性が高いと言われております。 

 町では、この認知症の予防対策として、転倒予防教室や体操教室などを毎月８回、そして音

楽療法を活用したふれあい広場を毎月１回開催させていただいております。 

 また、認知症の早期発見のために、集団認知機能検査であるファイブコグを行い、認知機能

の低下が見られる人を対象に、現在は連想ゲームや計算、塗り絵などを行う認知症予防のため

の脳元気教室を毎月１回開催させていただいております。 

 そのほか、地域包括支援センターでは、町の委託によって、認知症の方や高齢者、あるいは

地域住民の交流の場として、認知症カフェを毎月３回実施しております。また、御承知のよう

に、社会福祉協議会が行っているふれあいいきいきサロンを地域との交流の場として紹介する

など、認知症予防のためのさまざまな対策を行っております。 

○議長（岡田文雄君） 岩越総務部長。 

○総務部長（岩越 誠君） それでは、私のほうから、過去５年間の収納率の推移をお答えさせ

ていただきます。 

 平成23年度から27年度まで、順次棒読みでお答えさせていただきます。 

 個人町民税につきましては、平成23年度から95.4％、95.0％、94.6％、94.9％、そして27年

度が94.8％と先ほど町長の答弁にありましたが、対平成23年度でマイナスの0.6ポイントとな

っております。 

 法人町民税につきましては、98.9％、98.7％、98.6％、99.0％、98.5％、対平成23年度でマ

イナス0.4ポイントです。 

 固定資産税が、平成23年度94.8％、94.6％、94.4％、95.0％、95.1％、対平成23年度でプラ

ス0.3ポイントとなっております。 
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 そして、軽自動車につきまして、平成23年度で92.0％、91.8％、91.6％、93.5％、そして27

年度が93.5％で、対平成23年度プラス1.5ポイントとなり、町税全体で申し上げますと、平成

23年度が95.6％、95.3％、95.0％、95.5％、27年度が95.4％と対平成23年度でマイナス0.2ポ

イントとなっております。 

 国民健康保険税につきましては、平成23年度が76.8％、76.4％、75.1％、74.5％、そして27

年度が73.2％で、対平成23年度でマイナス3.6ポイントとなっております。以上です。 

○議長（岡田文雄君） 那波建設水道部長。 

○建設水道部長（那波哲也君） それでは、私のほうからは昨年度までの５年間の収納状況とい

うことで、水道料金と下水道使用料について報告させていただきます。 

 水道料金が、平成23年度95.7％、24年度95.6％、25年度95.8％、26年度96.3％、27年度96％

で、対平成23年度から0.3％増になっております。 

 下水道使用料のほうですが、平成23年度が98.1％、24年度98.2％、25年度が98.6％、26年度

98.7％、27年度が98.6％でございます。平成23年度に対して0.5％増になっております。以上

でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 まず初めに、大規模地震災害についてですけれども、笠松町の防災ハンドブックの内容の検

討、編集をしていただく予定と答弁いただき、ありがとうございます。 

 今回、このような質問をした理由なんですけれども、昨年９月、東京都が発行、配布した東

京防災というハンドブックを読んだからです。そのハンドブックは、内容が多岐にわたってお

り、かつ隅から隅まで読んでもらうための工夫がすばらしくて、また読んだことを記憶に残す

ための工夫が講じられております。ほかに、インデックスは世帯別と場所別に分けてありまし

て、見たいページにすぐ到達できるようになっております。 

 そこで再質問ですが、東京防災ハンドブックには全ての災害、台風、地震、またテロに対す

る施策のことも書いてあります。そのような全ての災害に対応した、体系的で読みやすく、イ

ラストがいっぱいでわかりやすく使いやすい東京防災のようなハンドブックを目指して作成す

るのはどうでしょうか。もう一度、町長の考えをお聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 先ほども答弁させていただいたように、まず一つの段階としては、水害

の洪水ハザードマップができた時点で、それも含めて、何か皆さんに提供できることを考えて

いきたい。そのときには、やはりそういう内容も検討したものがいいのではないかということ

はお答えしましたが、東京防災のハンドブックや岐阜県が出している同じようなハンドブック
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がありますね、もう少し薄いですけど。そういうようなものも、今、参考にしながら考えてい

ますが、いろんな費用のこともありますし、私どもの笠松町にとっては洪水と地震というのが

大半だと思います。というのは、土砂崩れやいろんな災害はないところだと思いますから、そ

ういうものを含めて、住民の皆さんに理解いただけるようにしたいとは思っていますが、我々

も今まで、御承知のように、いろんな防災訓練や広報を通じて、防災マニュアルの地震編とい

う、これもやはり字だけじゃなくて絵も、説明も書いた部分もある。これを読んでいただけれ

ば、僕はいつもハンドブックとして持っていなくても、大変役に立つもんだとは思っています

が、なかなか住民の皆さんはこれを持って歩くようなことはしないのと、やはり字が多いので

読みづらい部分があるかもしれませんが、ただハンドブックでそういうことをやって、みんな

がということになるかどうかも含めて、やっぱりもっと身近にわかりやすい部分を考えること

は大事なことだと思いますから、いろんな費用の面も、費用対効果も含めて、ハザードマップ

ができる来年までの間に対応を考えていきたいと思っております。 

 また、そういう点に関して、東京防災のようなことではなくて、こういうこともできるんで

はないのといういい知恵があれば、ぜひ議員の皆さんからも御提示いただければありがたいで

すし、ぜひ住民の皆さんに理解いただけるようなものをつくっていきたいと思っております。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 よいものは、私はまねをしてもいいと思っております。まずは、東京防災を一度熟読してい

ただいて、よいところを取り入れていくとよいのではないかと思っております。 

 こういったものを印刷すると当然費用もかかってきますので、例えば、まずホームページに

掲載して始めてみるのも一つの方法ではないかと思っておりますので、ぜひ検討をよろしくお

願いいたします。 

 次の再質問になりますけれども、ヤフー防災速報については、先ほど言いましたが、災害が

発生する前に情報が届けられますが、現在、笠松町では町民に地震やゲリラ豪雨のような情報

はどのように届けられているのか、お聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 岩越総務部長。 

○総務部長（岩越 誠君） お答えいたします。 

 先ほども町長答弁の中でございましたが、あんしんメールなどは気象庁の気象警報等の発令

と直結しておりますので、局所的なゲリラ豪雨のようなものには対応できておりません。した

がいまして、ゲリラ豪雨等に対しましてはちょっと発令はできないということになります。 

 あと、大規模な災害といたしまして、現在、町として国を通じてやっておりますことに、全

国瞬時警報システム、通称Ｊアラートシステムが上げられます。このＪアラートの場合は、弾
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道ミサイル情報、津波情報、緊急地震速報等の対処に時間的余裕がない事態に関する情報が人

工衛星を用いて国から送信されて、市町村の同報系の防災行政無線等を自動起動して、住民の

皆様に緊急情報を瞬時に伝達する仕組みになっておりますので、いわゆる今回、更新、拡充し

ました防災行政無線でお知らせできるということで、時々、試験運用で地震に関しては発令さ

れておると思います。以上です。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 確かに、Ｊアラートシステムというのはすばらしいものだと、私も思っております。しかし、

さらに万全を期するためにも、ヤフー防災速報アプリのようなものを併用するとよいのではな

いでしょうか。 

 しかし、このようなアプリを開発するのはやはり難しいと思います。災害をいち早く知る方

法として、ヤフー防災速報アプリやそれと同様のアプリを紹介していくというのも、災害を減

少させる手段の一つと私は考えておりますので、ぜひそういったことも考えていただければと

思います。 

 先ほどの防災アプリは、私も10月21日に初めてこういった五十何秒前というのが、自分の携

帯のトップ画面に上がってきたんですけれども、そこで身構えることができました。実際に、

そのときには震度２か３が来たと思うんですけれども、例えば直下型地震ということで数秒後

とか、十数秒後とか、そういったことで地震が来るという情報がわかるだけでも、やはり身構

えることというのが可能になると思います。いろいろな方法を駆使して、減災を目指せるとい

いと私は思っておりますので、ぜひ検討をよろしくお願いいたします。 

 続きまして、収納率向上についての再質問をさせていただきます。 

 まず初めに、平成27年度現年課税分の町税のコンビニ収納、一般収納、口座振替の割合を教

えてください。 

○議長（岡田文雄君） 岩越総務部長。 

○総務部長（岩越 誠君） お答えします。 

 平成27年度の第１区分の現年課税分といたしまして、税目ごとでなくトータルで申し上げま

すと、コンビニ収納が14.5％、一般が40.3％、口座振替が45.2％となっております。 

○議長（岡田文雄君） 那波建設水道部長。 

○建設水道部長（那波哲也君） 水道料金と下水道使用料の関係でございますけど、自主納付と

コンビニとが分かれていないので、そこはわかりませんけど、自主納付で17.4％、クレジット

決済で9.2％、口座振替で73.4％。下水道のほうが、自主納付で17％、クレジット決済が

11.2％、口座振替が71.8％でございます。 
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〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） 現年度分の収納率で、コンビニ収納導入前の年度と導入後の年度での収

納率というのがわかれば、お聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 岩越総務部長。 

○総務部長（岩越 誠君） お答えします。 

 申しわけございません。ちょっと集計が税目ごとに分かれておりますので、税目ごとでお答

えをさせていただきます。 

 導入した平成27年度は、個人町民税が98.3％で、26年度と変わりございません。固定資産税

につきましては、平成27年度98.6％で、26年度98.8％に対し、マイナス0.2％となっておりま

す。軽自動車税につきましては、平成27年度97.9％で前年と変わっておりません。国民健康保

険税におきましては、平成27年度91.5％で、前年度と比べプラス0.2％となっております。 

○議長（岡田文雄君） 那波建設水道部長。 

○建設水道部長（那波哲也君） 水道料金と下水道使用料の関係ですけど、平成22年度から始ま

っておりますので、21年と22年の関係ですけど、水道料金が平成21年度に94.9％、22年度は

95.9％ですので、１％ほど上がっております。下水道使用料のほうですけど、平成21年度が

97.1％、22年度が97.7％ですので、0.6％上がっております。以上でございます。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 そこまで大差というか、すごくよくなったということは感じられないんですけれども、実は

私、事前に町税の督促状の発送件数というのを聞かせていただいたんですけれども、コンビニ

収納導入前の年度と導入後の年度でかなりの件数が下がったということを聞いております。そ

こだけでも、この収納率はべらぼうには変わっていないんですけれども、督促状の発送がかな

り減ったということは、それだけでもコンビニ収納の効果がかなりあったのではないかとわか

って、そこはよかったと思っております。 

 この５年間の収納率を見ていますと、本当に大幅によくはなっていないことはわかったんで

すけれども、そこで質問なんですが、笠松町には滞納者が実際何人いて、徴収担当の職員は何

人かということをお聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 岩越総務部長。 

○総務部長（岩越 誠君） お答えいたします。 

 平成27年度末で、法人も含めてですけど約850名の方が未納となっております。平成28年度

の収納管理専門の者としましては、３名ということになっております。 
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○議長（岡田文雄君） 那波建設水道部長。 

○建設水道部長（那波哲也君） 水道料金の滞納者は1,049名、下水道使用料のほうが647名でご

ざいます。滞納の職員に関しましては、兼務でやっておりますので、１人にも満たないところ

です。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございます。 

 やはり新たな滞納者をふやさないということが私は大切であると思うんですけれども、その

ためには現年分の収入未済額を減らすことに重点的に取り組んでいく必要があると思っており

ます。 

 徴収の正規職員というのは、納税折衝とか不動産差し押さえなど、専門知識に基づく滞納整

理業務を行っていると思いますが、先ほどの答弁ですけれども、徴収職員１人当たりの滞納者

は、先ほどの850名を３人で割っているということですので、大体300名弱ぐらいを１人で持っ

ているということだと思います。やはりこういった滞納者が多いということですと、全ての滞

納者に対して事務の手が回らないのが実情ではないかと思っております。 

 正規職員を高度な能力を要する滞納整理業務に専念させるためには、日常的な窓口対応や電

話受付業務について、例えば臨時職員を雇って、主体的な担当をするとか、業務の一部を外部

委託するということを考えるのも一つの方法だと私は思っております。 

 今後、電話受付業務などを民間委託している先進自治体の事例などを調査したりして、正確

かつ公平な徴収業務と滞納繰り越し分収納率の向上に結びつく体制づくりについて研究を進め

ていただくよう、よろしくお願いいたします。 

 次に、認知症対策についての再質問をさせていただきます。 

 現在行われている認知症初期集中支援事業について、また認知症の早期発見・早期治療対策

についてはよくわかりました。一番力を入れなければいけないのは、一生健康で、認知症にな

らないための対策だと私は考えております。そのためには、いろいろなアプローチが考えられ

ます。 

 例えば、グラウンドゴルフもその一つだと思っております。大人数での交流ができますし、

ほどよい運動になりますし、いいスコアで回りたい、うまくなりたいと意欲を持ってすること

で、脳が活性すると思っております。 

 また、羽島郡医師会と連携している活動量計を持って、かかりつけ医からの運動処方箋をも

とに運動をして、生活習慣病やその予備軍、要支援介護者が基礎体力をつけることで健康にな

り、医療費の削減を目指しているシステムも認知症対策の一つと考えることができると思いま

す。 
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 そこで質問ですが、始めて約１年になりますけれども、町民から行政への声や意見は届いて

いるでしょうか。もしあれば、お聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 服部住民福祉部長。 

○住民福祉部長（服部敦美君） お答えします。 

 活動量計（メディウォーク）を使用した健康増進支援事業ですけれども、昨年の12月から開

始したわけですが、約１年近くたちます。その中で、現在、笠松町の医療機関にかかっていら

っしゃる84名の方に対して実施しているわけですけれども、その中で、約60名ほどの方が今現

在、実施されておりまして、その60名の方の毎月の活動量計を使ったデータを各医療機関、も

しくは福祉健康センターでデータを落として、その落とされたデータを各医療機関の先生方や

御本人さんに郵送でお送りしております。 

 福祉健康センターにデータを落としに見えるときに、いろいろお話を聞く中では、実際に運

動の習慣が身についただとか、体重の変化はないんだけれども腹囲が減ったとかという、よい

面でのお言葉をいただいたりしておりますし、逆に一生懸命やっているんだけれども、なかな

か成果が出ないなあというお声も聞いております。 

 ですが、今１年ぐらいたって、いまだ継続してこれをやっていらっしゃるということは、皆

さん健康意識も高く、御自分の健康に関心がすごくある方だなあということで、それも健康に

関するきっかけみたいなものでありまして、認知症予防や介護予防にも役立っているものでは

ないかとは思っております。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 現在、羽島郡で約100名ですけれども、ぜひ健康と認知症予防のために継続していただけれ

ばと思います。 

 また、６月の一般質問でも言ったんですけれども、ホースセラピーの第一歩として、馬と触

れ合える場の創出としていただくのも認知症対策の一つと考えることができると思います。 

 そこで質問ですけれども、馬と触れ合える場の創出に関して、今現在、具体的に進められて

いる計画はあるのか、お聞かせください。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） ６月にホースセラピーについての御質問をいただいた後は、今いろんな

そういうことを手探りでやっている中で、松波病院の理事長さんともいろいろ調整させていた

だいて、これからそういう体制づくりや素地づくりをやるために、まずやっぱりホースセラピ

ーというのはどういうもので、どういう効果があって、なぜ必要なんだという知識をみんなに

持っていただくことが大事だろうということで、年を明けた１月、２月の間に講師の先生をお
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招きして、重立った方に集まっていただいたり、競馬関係者も一緒になって勉強してスタート

を切ろうという流れになってきましたから、そういうことを打ち合わせしながら、体制づくり

がこれからできればありがたいなあと思っています。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございます。 

 まずは、やはり先ほど町長の言われた講演会からということだと思うんですけれども、関係

者の方をたくさん集めていただいて、ホースセラピーの第一歩として実りのある会にしていた

だければうれしく思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次の質問ですが、認知症の予防対策として、スポーツ吹矢を笠松町に広げてみてはどうでし

ょうか。 

 スポーツ吹矢は、５メートルから10メートル離れた円形の的を目がけて、息を使って矢を放

ち、その得点を競うスポーツです。性別、年齢を問わず、誰でも手軽にできて、ゲーム感覚で

楽しみながら健康になれるスポーツとして注目されています。 

 健康効果の秘訣というのは、腹式呼吸をベースにしたスポーツ吹矢式呼吸法です。精神集中

や血行促進、細胞の活性化に役立ち、内臓の諸器官にもよい影響を与え、さまざまな世代との

触れ合いや仲間づくり、実力認定や競技会参加による目標ややりがいもあります。 

 まずは、生涯学習講座とか、わくわくサロン等でやってみてはどうでしょうか。考えをお聞

かせください。 

○議長（岡田文雄君） 広江町長。 

○町長（広江正明君） 今、スポーツ吹矢と言われたんですが、僕もこの間の全国レクリエーシ

ョン大会のときに紹介されて、初めて知ったんですが、これは中津川の方、特にあちらのほう

が盛んなんですね。ちょうどレクリエーション大会の岐阜県のお世話をしている勅使河原さん

のお父さんがやっているということで、紹介されたんですよね。なかなかいいスポーツだと思

います。今突然、吹矢と言われても、体制も何もわかりませんが、ただ、健康にいいレクリエ

ーションというのは吹矢だけではなくて、あのとき二十数種類のレクリエーションの中で、高

齢者の方や障がい者の方も楽しめるようないろんなレクリエーションがありましたので、スポ

ーツ吹矢もその一つとして、これからいろいろ普及していく方法があれば、考えていきたいと

思っています。 

〔３番議員挙手〕 

○議長（岡田文雄君） 尾関議員。 

○３番（尾関俊治君） ありがとうございました。 

 私はテレビで知ったんですけれども、スポーツ吹矢によって骨盤底筋群を効果的に鍛えるこ
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とができて、尿失禁の予防、改善につながり、また横隔膜を鍛えて呼吸機能が向上して、誤嚥

性肺炎の予防につながるとのことです。 

 これは室内でできて、雨や花粉症に関係ありません。テレビである女性が言っていたんです

けれども、50代のころから尿漏れで悩んでいたが、このスポーツ吹矢を始めてから尿漏れが全

くなくなったということ。その方は70歳ぐらいだったんですけれども。それからどこへ行くの

もおっくうでなくなって、楽しく出かけることができるようになったとのことです。とてもす

ばらしいことだと感じまして、このように年齢を重ねましても、常に外へ出かけることという

のは認知症対策につながると思いましたので、ぜひ検討をよろしくお願いいたしまして、私の

一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（岡田文雄君） お疲れさまでした。 

 お諮りいたします。一般質問の途中ですが、本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたした

いと思います。これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 御異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

 本日はこれにて延会いたします。どうも御苦労さまでした。 

延会 午後３時39分  
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